
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年(2025年)４月 

宝 塚 市 

 

 

  

 

実  施  計  画 

（令和７年度～令和９年度） 



 

 

１ 実施計画の位置付け 

(１) 総合計画との関係 

第６次宝塚市総合計画は、総合的かつ計画的なまちづくりを推進するため、市民と行政に

よるまちづくりの方向性を示す計画であり、「基本構想」と「基本計画」・「地域ごとのま

ちづくり計画」で構成されます。 

実施計画は、基本計画を推進するための具体的な事業を定めるものです。 

 
(２) 期間 

総合計画の期間は、令和３年度（2021年度）から令和１２年度（2030年度）までの１０年

間です。 

    実施計画については、社会経済情勢の変化に柔軟に対応するため、計画期間を３年間とし、

毎年見直しを行い、機動的に運用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 施策体系 

第６次宝塚市総合計画では、６つのめざすまちの姿と３１の施策分野を定めています。こ

の施策体系に沿って、実施計画を策定します。 

 

 



 

 

 
  

 

 

 

 

 



 

 

(４) 選択と集中による施策・事業展開 

第６次宝塚市総合計画では、特に重点的・分野横断的に取り組む５つの重点方針を定めて

おり、本方針等も踏まえ、実施計画事業を決定しています。これにより、選択と集中による

施策・事業展開を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 実施計画（令和７年度～令和９年度）について 

(１) 対象事業 

実施計画は、第６次宝塚市総合計画に掲げる６つのめざすまちの姿の３１の施策分野、８

３の施策ごとに整理しており、「施策を構成する主要な事務事業」及び「重要な新規・拡充・

既採択事業を含む事務事業」を位置付けています。 

 

(２) 事業費等の表示 

本計画書に掲げた各事業について、令和６年度当初予算及び令和７年度当初予算案の事業

費総額を表示していますが、令和８年度以降については、現段階では事業費を表示せずに事

業期間のみを表示しています。 

なお、令和７年度の事業費に債務負担行為の額は含んでいません。 

 

 

重 点 方 針 

重点方針〔３〕 

心がつながり、健康

と安心を実感できる

まちづくり 

重点方針〔４〕 

子どもがいきいきと

育ち、子育て世代に

選ばれるまちづくり 

重点方針〔５〕 

活力あふれる、創造

性豊かなまちづくり 

 

 重点方針〔１〕 市民の力が発揮されるまちづくり 

 重点方針〔２〕 時代にふさわしい行財政経営 



実施 度

治の確立

○まちづくり

～

協議会の活動の充実を

令

支援し、市民への認知

和

度の向上に取り組みま

0

す

○地域ごとのまちづ

9

くり計画の実現に向け

年

、地域との調整を図る

度

仕組みを構築し、地域

）

と連携しながら取り組

共

みます

○まちづくりに

計

に

関わるすべての個人や

創

団体（自治会、市民活

り

動団体など）の連携を

、

促進します

○自治会の

未

加入率向上などに関す

来

る支援を行います

施策

に

の

方向性

つな

主な事務事業　

ぐ

　　（単位:千円）

担

画

ま

当課 事務事業名 事業内

ち

容 R6当初予算 R7当

　

初予算
事業期間

R8 R

～

9

都

市民協働推進課 コ

市

ミュニティ活動 （1）

経

まちづくり協議会の活

営

動に対して補助 13,

～

248 12,971 継

1

続 継続

支援事業 金を交

（

-

付し、地域課題の解決

1

の促進を図る。

（2）

 

まちづくり協議会の定

市

例会に出席し、

地域の

民

活動状況や課題の把握

自

に努める。

（3）まち

治

づくり協議会代表者交

・

流会を開催

し、情報共

協

有や意見交換を行う。

働

（4）地域ごとのまち

令

づくり計画を協働で推

進するための仕組みに基づき推進する。また

、後期計画（R8～R12年度）の策定に地域と

協働で取り組む。

市民協働推進課 自治会活動支援事 自治会活動への支援を行うこと

和

により、地域 19,379 17,334 継続 継続

業 社会の健全な発展と、市民福祉の増進を図る

。

合計 32,627 30,305

07

施策 （1）市民自

年

治の基盤となる地域自



実施 度

育成や支援に取り組み

～

ます

○市民の広域的な

令

活動や地域課題を解決

和

する活動などを支援し

0

、活動を促進します

施

9

策の

方向性

年度

主な事務事業

）

　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業

計

内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

市民協働推進課 市民活動促進支援 次の（1）から（5）について宝塚市NPOセン 5,203 5,060 継続 継続

事業 ターへ委託し実施する。

（1）

画

特定非営利活動法人の起業・運営相談

支援業務

（2）市民活動団体等のコミュニティ・ビジ

ネス育成等相談支援業務

（3）市民活動団体等のICT（デジタル化）相

談支援業務

（4）宝塚市みんなのまちづくり協議会ポー

タ

（

ルサイト運営業務

（5）宝塚市みんなのまちづくり協議会ポー

タルサイトへのバナー広告掲載に係る業務

市民協働推進課 きずなづくり推進 市民活動を行う団体が、市民ニーズや地域の 3,242 2,

令

694 継続 継続

事業 実

施

情に即して自主的、自

策

発的に行う広域的・

社

（

会性のある活動や地域

2

課題を解決する活動

な

）

ど公益的活動に対し、

様

市が事業費の一部を

補

々

助する。

合

な

計 8,445 7,75

市

4

和

民活動の充実

○様々な

0

分野における市民活動

7

の充実に向け、コミュ

年

ニティビジネスなどの



実施 度

事業の推進と検証に努

～

めるとともに、更なる

令

拡大を目指す新たな仕

和

組みを構築します

○活

0

動の担い手の発掘・育

9

成の支援とつながりづ

年

くりに取り組みます

施

度

策の

方向性

）

主な事務事業

計

　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

市民協働推進課 市民協働推進事業 協働のまちづくり推進会議を開催し、協働が 9,490 1,576 継続

画

継続

どのように進んでいるかを検証するとともに

、市民説明会・職員説明会等を実施し、協働

の指針等の周知を行うことなどを通して、市

民と市の協働のまちづくりを推進する。

合計 9,490 1,576

（令

施策 （3）市民と行

和

政の協働の推進

○「協

0

働の指針」の周知及び

7

活用を図り、協働を更

年

に推進します

○協働型



実施 度

されるまちづくりの推

～

進

○部落差別をはじめ

令

とする様々な差別解消

和

に向けて、あらゆる施

0

策を人権尊重の視点に

9

立って進めます

○地域

年

や学校など様々な場に

度

おける人権教育及び啓

）

発を推進します

○市民

共

と行政の協働により人

計

に

権教育及び啓発を進め

創

ます

施策の

方向性

り、

主な事

未

務事業　　　（単位:

来

千円）

担当課 事務事業

に

名 事業内容 R6当初予

つ

算 R7当初予算
事業期

な

間

R8 R9

ぐ

くらんど

画

ま

人権文 くらんど人権文

ち

化 　人権文化センター

　

は、すべての人々の人

～

権 22,191 21,

都

616 継続 継続

化セン

市

ター センター管理運営

経

が保障され、お互いに

営

尊びあえることのでき

～

事業 る人権文化の創造

1

と推進に向けた人権啓

（

-

発及

び住民交流の拠点

2

施設としての機能が求

 

めら

れる。

　このため

人

、人権文化センターで

権

は、人権啓

発及び住民

・

交流に向け、地域に密

男

着し、生活

課題に応じ

女

た各種講座の開講や人

共

権講演会、

学習会等を

同

開催していく。

令

参

まい

画

たに人権文 まいたに人権文化 　人権文化センターは、すべての人々の人権 18,762 18,517 継続 継続

化センター センター管理運営 が保障され、お互いに尊びあえることのでき

事業 る人権文化の

和

創造と推進に向けた人権啓発及

び住民交流の拠点施設としての機能が求めら

れる。

　このため、人権文化センターでは、人権啓

発及び住民交流に向け、地域に密着し、生活

課題に応じた各種講座の開講や人権講演会、

学習会

0

等を開催していく。

ひらい人権文化 ひらい人権文化セ  人権文化センターは、すべての人々の人権 14,409 14,681 継続 継続

センター ンター管理運営事 が保障され、お互いに尊びあえること

7

のでき

業 る人権文化の創造と推進に向けた人権啓発及

び住民交流の拠点施設としての機能

施

が求めら

れる。

　この

策

ため、人権文化センタ

（

ーでは、人権啓

発及び

1

住民交流に向け、地域

）

に密着し、生活

課題に

す

応じた各種講座の開講

年

べ

や人権講演会、

学習会

て

等を開催していく。

の人の人権が尊重



催や伊丹人権擁護委員協議会 982 979 継続 継続

共同参画課 宝塚部会の事務局事務を行う。

人権平和・男女 人権啓発推進事業 すべての人の人権が尊重され、平和の下で、 2,

主

609 2,161 継続

な

継続

共同参画課 誰もが

事

ありのままに自分らし

務

く生きられるこ

とを目

事

的に、人権教育及び人

業

権啓発基本方針

に基づ

　

く各種の人権啓発事業

　

を行う。

 

　

合計 58,953 57

（

,954

単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

人権平和・男女 人権啓発総務事業 人権審議会の開



実施 度

向性

～令

主な事務事業　　　

和

（単位:千円）

担当課

0

事務事業名 事業内容 R

9

6当初予算 R7当初予

年

算
事業期間

R8 R9

度）

人権平和・男女 非核平和都市推進 「非核平和

計

都市宣言」「核兵器廃絶平和推進 7,259 1,250 継続 継続

共同参画課 事業 基本条例」の趣旨に基づき、平和の意義や大

切さ、命の尊さを訴え、共に考え、後世に伝

えるための啓発事業を行う。

さまざまな平和事業を通

画

して子どもたちの明

るい未来を守り、戦争や核兵器のない平和な

社会の構築を努める。

合計 7,259 1,250

（令

施策 （2）戦争や核

和

兵器のない平和な社会

0

の実現

○市民と行政の

7

協働による平和事業に

年

取り組みます

施策の

方



実施 度

参画の視点に立って進

～

めます

○男女共同参画

令

社会実現に向けた教育

和

及び啓発を推進します

0

○あらゆる場への女性

9

の参画を進めます

○女

年

性への暴力の根絶とD

度

Vを許さない社会づく

）

りを進めます

施策の

方向性

計

主な事務事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

人権平和・男女 男女共同参画セン 男女共同参画社会実現の拠点施設

画

として、活 51,190 52,383 継続 継続

共同参画課 ター管理運営事業 動の場の提供、各種講座等による啓発、各種

情報の収集・提供、相談、市民活動支援等に

取り組む。

令和７年から男女共同参画センターの管理費

が

（

増額となる。

人権平和・男女 男女共同参画施策 第２次男女共同参画プランに基づき、男女共 1,405 862 継続 継続

共同参画課 推進事業 同参画推進審議会及び男女共同参画推進検討

会の開催、男女

令

共同参画推進リーダー

施

の設置

・活用等に取り

策

組む。

令和８年の第３

（

次男女共同参画プラン

3

改定に

向けて、男女共

）

同参画推進審議会及び

す

男女共

同参画推進検討

べ

会の回数を増やす。

ての

人権平和・男女 ＤＶ対

和

人

策推進事業 第２次男女

が

共同参画プランに基づ

性

き、ＤＶ被 519 51

別

9 継続 継続

共同参画課

に

害者の視点に立った対

と

策を実施するとともに

ら

、ＤＶを許さない社会

わ

をめざし啓発を行う。

れ

合計 53,

ず

114 53,764

0

、自分らしく暮らせる

7

まちづくりの推進

○す

年

べての施策を男女共同



実施 度

する情報の量と内容の

～

充実に努めます

○各種

令

広報媒体を活用し、す

和

べての市民に必要な情

0

報を的確に伝えます

○

9

行政情報の積極的な公

年

開と、ビッグデータ・

度

オープンデータの利活

）

用を推進します

施策の

共

方向性

計

に創

主な事務事業　　

り

　（単位:千円）

担当

、

課 事務事業名 事業内容

未

R6当初予算 R7当初

来

予算
事業期間

R8 R9

につ

総務部総務課 情報公

な

開及び個人 情報公開請

ぐ

求（個人情報開示請求

画

ま

）に基づく 1,146

ち

7,866 継続 継続

情

　

報保護事業 公文書の公

～

開（開示）及び積極的

都

な情報提供

を行うとと

市

もに、市における個人

経

情報の取扱

いに関する

営

基本的事項を定め、個

～

人の権利利

益を保護に

1

係る業務を行う。

（

-

広

3

報課 広報事業 広報誌や

 

市ホームページ、広報

開

板、SNS等の 63,

か

636 65,555 継

れ

続 継続

媒体を活用する

た

ほか、報道機関への情

市

報提供

を通して、市民

政

との市政情報の共有を図ると

ともに広く市の

令

魅力発信を行う。令和7年度

は、全庁職員の広報マインド醸成とスキルア

ップを図るための研修等を令和6年度に引き

続いて行う。また、令和7年11月末に市ホー

ムページの現行契約が期間満了となるため、

契約事業者と

和

連携しリニューアルに取り組む

。

広報課 コミュニティー・ コミュニティFMの特性である、災害緊急情報 55,820 53,820 継続 継続

ＦＭ放送事業 や行政・文化・市民活動など地域に密着した

0

きめ細やかな発信ができる強みを生かした広

報活動により、市民との情報共有を図り、市

政への関心を高め、協働のまちづくりに繋げ

る。また事業検証の結果や、コミュニティFM

放送に係る近年の情勢等を踏まえて、同事

7

業

の見直しを検討する

施

。

合計 12

策

0,602 127,2

（

41

1）市民との

年

情報共有の推進

○発信



実施 度

○交流と対話、参画の

～

場の充実に取り組みま

令

す

施策の

方向性

和0

主な事務

9

事業　　　（単位:千

年

円）

担当課 事務事業名

度

事業内容 R6当初予算

）

R7当初予算
事業期間

R8 R9

計

市民相談課 広聴事業 市民の日常生活における様々な問題や悩みを 5,948 6,202 継続 継続

解決するために、法律相談、家庭問題相談を

始めとする各種市民相談を実施する。市民の

声（市民からの要望や提案

画

等）を受け、市政

への参考とするとともに関係部課に回付し課

題解決に向けて処理を行う。また、市職員が

地域に出向き、出前講座として「ふれあいト

ーク」を行い、説明責任を果たし、市民の声

を市政に活かす。

（

市民相談課 パブリック・コメ 宝塚市市民パブリック・コメント条例の円滑 398 398 継続 継続

ント事業 な運用を図るため総合調整を行う。なお、パ

ブリック・コメント審議会を運営し、パブリ

ック・コメン

令

ト手続の実施状況の評

施

価等を行

う。

策

合計 6,346 6,

（

600

2）市民との

和

交流と対話の推進

○Ｉ

0

ＣＴの活用など、市民

7

の意見を聴く機会や仕

年

組みの充実を図ります



実施 度

す

○市民や事業者と共

～

に効果的なPRに取り

令

組みます

施策の

方向性

和0

主

9

な事務事業　　　（単

年

位:千円）

担当課 事務

度

事業名 事業内容 R6当

）

初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

計

広報課 広報事業 広報誌や市ホームページ、広報板、SNS等の 63,636 65,555 継続 継続

媒体を活用するほか、報道機関への情報提供

を通して、市民との市政情報の共有を図ると

ともに広く市の魅

画

力発信を行う。令和7年度

は、全庁職員の広報マインド醸成とスキルア

ップを図るための研修等を令和6年度に引き

続いて行う。また、令和7年11月末に市ホー

ムページの現行契約が期間満了となるため、

契約事業者と連

（

携しリニューアルに取り組む

。

企画政策課 ふるさと納税推進 ふるさと納税制度を通じて、本市の魅力を発 138,987 177,959 継続 継続

事業 信し、地域経済の活性化を図るとともに、返

礼品

令

提供事業者の追加やポ

施

ータルサイト運営

事業

策

者との新たな提携等に

（

より、ふるさと納

税の

3

寄附金の増加を図る。

）ま

企画政策課 企業版ふ

ち

るさと納 令和7年度の

の

税制改正により企業版

魅

ふるさと 500 500

和

力

継続 継続

税推進事業 制

の

度が3年間延長され令

効

和9年度までとなった

果

ことを受け、企業版ふ

的

るさと納税の獲得を目

な

的とした業務委託を引

発

き続き行うとともに、

信

積極的なPRをするこ

○

とで歳入確保に取り組

ま

む

。

合計 2

0

ち

03,123 244,

へ

014

の関心や愛着を高

7

めるようなまちの情報

年

や魅力を広く発信しま

(再掲）



実施 度

きるデジタル行政の推

～

進

○行政手続がデジタ

令

ル上で完了する基盤を

和

整備します

○高度なＩ

0

ＣＴを活用し、教育、

9

福祉などあらゆる分野

年

で質の高い市民サービ

度

スを目指します

○シス

）

テムの安定運用と個人

共

情報の保護・情報セキ

計

に

ュリティ対策の強化を

創

進めます

施策の

方向性

り、

主

未

な事務事業　　　（単

来

位:千円）

担当課 事務

に

事業名 事業内容 R6当

つ

初予算 R7当初予算
事

な

業期間

R8 R9

ぐ

窓口

画

ま

サービス課 社会保障・

ち

税番号 行政手続におけ

　

る特定の個人を識別す

～

るため 121,102

都

130,082 継続 継

市

続

制度個人番号カー の

経

番号の利用等に関する

営

法律が平成27年10

～

月

ド交付事業 5日に施

1

行され、平成28年1

（

-

月から希望するも

のに

4

マイナンバーカードを

 

交付している。

マイナ

情

ンバーカードの普及・

報

促進の取組によ

り、安

化

全・安心で利便性の高いデジタル社会

の実現と公平で効率的な行政運営を目指す。

情報

令

政策課 電子自治体化推進 複雑多様な社会に対応し、質の高い行政サー 30,497 35,379 継続 継続

事業 ビスを提供するため、ＩＣＴ技術や機器の高

度利用を推進している。行政サービス事務を

ネットワークを使って共

和

同で運用することで

コスト削減を図る電子申請システムや、利用

者の利便性を高める施設予約システム等の運

用を引き続き行い、行政手続きのオンライン

化の推進を図る。

合計 151,599 165,461

0

施策

7

（1）誰もが利便性、

年

サービス向上を実感で



実施 度

環境を整備します

○定

～

型、繰り返し業務の徹

令

底的な自動化を進めま

和

す

○業務情報のデータ

0

化とエビデンスに基づ

9

く政策立案（ＥＢＰＭ

年

）の推進に向けた環境

度

整備に取り組みます

○

）

ＩＣＴ活用人材の育成に取り組みます

○自治

計

体間の共同システムの利用を推進します

施策の

方向性

主な事務事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

画

情報政策課 情報ネットワーク 今日の行政事務を行う上で、コンピュータネ 723,504 767,763 継続 継続

システム管理事業 ットワークを活用した情報システムは必須で

あり、庁内業務の効率化、ネットワークの

（

運

用管理の充実及びセキュリティ強化を行って

いく。また、情報システムの調達手続きを標

準化、明確化した「情報システム調達ガイド

ライン」を策定し、限られた予算の中で最適

な調達が図れるよう取り組んでいく。

 

令

合計 723,

施

504 767,763

策 （2）デジタル

和

シフトによる効率的な

0

行政事務の推進

○職員

7

が最大のパフォーマン

年

スを発揮できるＩＣＴ



実施 度

追

入項目を最小

限に抑え

求

、負担軽減を図る「書

○

かない窓口」

などの新

自

しいサービスの導入に

治

も取り組む。

体や民間な

～

どとの連携を進め、効

令

率的・効果的で質の高

和

い市民サービスを提供

0

します

○業務改革を推

9

進し、時代にふさわし

年

い市民サービスを提供

度

します

○公共施設マネ

）

ジメントを推進します

共

施策の

方向性

計

に創

主な事務事

り

業　　　（単位:千円

、

）

担当課 事務事業名 事

未

業内容 R6当初予算 R

来

7当初予算
事業期間

R

に

8 R9

つ

施設マネジメ

な

ン 公共施設マネジメ 　

ぐ

公共施設（建物施設）

画

ま

保有量最適化方針に 7

ち

,699 8,769 継

　

続 継続

ト課 ント推進事

～

業 基づき、建物施設の

都

保有量最適化の取組を

市

推

進する。

　公共施設

経

マネジメントの更なる

営

推進のため

、公共施設

～

等総合管理計画等の見

1

直し及び公

共施設（建

（

-

築物）再編計画を策定

5

する。

　公共施設の保

 

守点検等業務や修繕業

行

務等を

包括的に委託す

財

ることで、民間事業者

政

の施設

管理におけるノ

経

ウハウ等を活用し、施

営

設管理

水準の統一と品質の向上や長寿命化、情報の

一元化による効

令

率的な施設の維持管理を図る

とともに、本市の施設管理における事務負担

軽減を目的に、令和8年度より公共施設（建

築物）の包括管理を実施する。

施設マネジメン 施設保全管理事業 　建築物の適切

和

な維持管理や保全計画に活用 20,818 22,823 - -

ト課 するため、施設管理者による点検の実施や、

建築基準法第12条の規定による定期点検及び

消防法第17条の規定による消防用設備点検を

実施する。

　施設の

0

維持保全を図るため、令和7年度に

おいては、外壁等改修及び屋上防水工事（ス

ポーツセンター総合体育館外）、長寿命化改

修工事（宝塚第一小学校外）、受変電設備及

び非常用発電設備更新工事(東消防署・東公

民館外）

7

施

等を実施する。（予算

策

措置は、各所

管課によ

（

る。）

1

窓口サービス

）

課 総合窓口化推進事 転

時

入や転出、おくやみと

代

いった住民異動の手 4

に

4,915 45,96

ふ

3 継続 継続

業 続きに併

さ

せて、健康保険、年金

年

わ

、児童手当、

教育等の

し

関連手続きを行うワン

い

ストップサー

ビスの実

市

現に取り組む。また、

民

証明書交付手

数料等を

サ

支払う際のキャッシュ

ー

レス端末や、

証明書交

ビ

付申請をオンラインで

ス

行うスマート

申請、市

の

民が行う申請書等の記



政マネジメントの実 12,250 45,236 継続 継続

施（施策、事務事業の内部評価、外部評価と

評価結果の予算への反映）、政策アドバイザ

ー、総合教育会議、その他企画及び調整、部

の総括に関

主

する事務を円滑に推進

な

する。

また、移住支援

事

金により、東京圏から

務

市内へ

の移住を促進す

事

る。

市立病院について

業

、新病院整備基本計画

　

の策

定等、新病院の整

　

備に向けた取組を進め

　

る。

（

業務改革推進課

単

行財政経営推進事 時代

位

にふさわしい行財政経

:

営の実現に向けて 41

千

,695 25,505

円

継続 継続

業 、引き続き

）

行動計画を着実に推進

担

し、変革と

協働による

当

価値創造につなげる。

課

CXO補佐官

による伴

事

走支援体制を継続し、

務

業務フローの

構築、利

事

用者に寄り添ったサー

業

ビスや施策の

立案がで

名

きる職員の育成を進め

事

、組織風土の

変革に向

業

けた意識醸成を図る。

内

また、デジタ

ルツール

容

等を活用し、業務改革

R

、データ利活

用の取組

6

を加速させる。

当

企画

初

政策課 包括連携推進事

予

業 宝塚市行財政経営方

算

針において「協働・共

R

創 5,000 2,00

7

0 継続 継続

」を掲げ、

当

多様な主体との協力関

初

係を構築し

、様々な課

予

題の解決を共に考え持

算

続可能なま

ちづくりに

事

取り組むことができる

業

よう、企業

や大学等と

期

の包括連携を進めてい

間

る。企業や

大学等が保

R

有する資源を活用し、

8

市と連携し

て地域の課

R

題を解決するために行

9

う取組を推

進し、持続的に発展できるまちづくりに取り

組む。

令和7年度は、宝塚大会議で企画されたプロ

ジェクト及び包括連携先との新たな取組を実

施する。

合計 132,377 150,296

企画政策課 企画調整事業 総合計画の進行管理、行



実施 度

ます

○スマート自治体

～

への転換に向けた取組

令

を進めます

○機能的で

和

連携の取れた組織体制

0

を整備します

○職員の

9

ワーク・ライフ・バラ

年

ンス、働き方改革を推

度

進します

○職員の意識

）

や組織風土の改善に取り組みます

施策の

方向

計

性

主な事務事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

給与労務課 人事管理事業 経費の有効利用により

画

、職員の給与労務事務 32,549 32,445 継続 継続

の効率的な運営を行う。

総務部総務課 総務事業 行政委員会との連絡調整、組織管理及び定数 1,970 1,777 継続 継続

管理、職員提案制

（

度の運用、議事録作成支援

システムの管理等の業務を行う。

人材育成課 人事管理事業 （人事管理事業＿市長部局分）経費の有効活 462,898 473,736 継続 継続

用により、職員の人事及び福

令

利厚生等の効率

的な運

施

営を行う。

策 （2）時代の変

和

化に対応できる職員の

0

育成と組織体制の整備

7

○協働を基本に問題解

年

決を図る職員を育成し



き、職員に求め 14,358 14,268 継続 継続

られる能力を自己啓発、自主研修を中心とし

、職場研修及び職場外研修と連携させること

により総合的な能力開発を推進する。

令和７年度は前年度に

主

引き続く民間企業への

な

研修派遣に加え、デジ

事

タル人材の育成を目的

務

に地方公共団体情報シ

事

ステム機構へ職員１名

業

を派遣する。

　

人材育

　

成課 人事管理事業 （人

　

事管理事業＿教育委員

（

会分）教育委員会 78

単

,142 85,996

位

継続 継続

事務局内及び

:

学校の事務職会計年度

千

任用職員

（月額以外）

円

について、適切な管理

）

を行う。

合

担

計 589,917 60

当

8,222

課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

人材育成課 研修事業 「人材育成基本方針」に基づ



実施 度

政経営を推進します

○

～

施策の有効性や効果な

令

どについて可視化し、

和

市民から信頼される効

0

率的、効果的な行財政

9

経営を推進します

施策

年

の

方向性

度）

主な事務事業　　　（単位:千円）

担

計

当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

財政課 財政事務事業 予算編成、予算執行管理、財政状況の公表等 13,736 10,815 継続 継続

を行う。

画

市民税課 市民税賦課事業 市の主たる自主財源である個人市民税、法人 69,867 187,569 継続 継続

市民税、軽自動車税、市たばこ税及び入湯税

を確保するため、法に基づく適正な賦課事務

を効率的に実施する。

（

また、令和７年度はシステム標準化を完了さ

せる。

市税収納課 市税徴収事業 収納率向上と滞納繰越額縮減のため市税徴収 121,817 311,584 継続 継続

計画に基づき、納税案内センターの活

令

用（電

話案内、一次受

施

電対応）、納税相談機

策

会の充

実（平日夜間・

（

休日相談の実施）、納

3

税環境

の改善（口座振

）

替、コンビニ・スマホ

将

決済に

よる納付促進）

来

に取り組む。

また、令

の

和７年度はシステム標

見

準化を完了さ

せる。

和

える行財政経営の推進

0

○財政規律に基づき財

7

政健全化を図り、将来

年

にわたる責任ある行財



価基準等に基づき、 108,204 208,595 継続 継続

固定資産税（土地・家屋・償却資産）・都市

計画税の適正な賦課課税を行う。土地・家屋

については３年に一度の評価替えに対応する

。

また

主

、令和７年度は登記情

な

報の電子データ連

携機

事

能を備えたシステム標

務

準化を完了させる

。

事業

契約課 契約事務事業 各

　

課から依頼された契約

　

について、透明性、 9

　

,660 11,500

（

継続 継続

公平性、競争

単

性を確保した入札等を

位

実施し、

決定事業者と

:

契約する。

また、電子

千

署名を用いる電子契約

円

の利用拡大

を進めるな

）

ど、事業者の負担軽減

担

とともに、

市の業務効

当

率化を図る。

令和７年

課

度については兵庫県電

事

子申請システ

ム更新に

務

より財務会計システム

事

の改修を行い

、事業者

業

の利便性を損なうこと

名

なく、継続的

な手続き

事

ができるよう取り組む

業

。									

内

	

	

 

容

企画政策課 ふ

R

るさと納税推進 ふるさ

6

と納税制度を通じて、

当

本市の魅力を発 138

初

,987 177,95

予

9 継続 継続

事業 信し、

算

地域経済の活性化を図

R

るとともに、返

礼品提

7

供事業者の追加やポー

当

タルサイト運営

事業者

初

との新たな提携等によ

予

り、ふるさと納

税の寄

算

附金の増加を図る。

事業

企画政策課 企業版ふる

期

さと納 令和7年度の税

間

制改正により企業版ふ

R

るさと 500 500 継

8

続 継続

税推進事業 制度

R

が3年間延長され令和

9

9年度までとなった

ことを受け、企業版ふるさと納税の獲得を目

的とした業務委託を引き続き行うとともに、

積極的なPRをすることで歳入確保に取り組む

。

合計 462,771 908,522

資産税課 資産税賦課事業 地方税法及び固定資産評

(再掲）

(再掲）



実施 度

）迅速・適切な危機管

～

理体制づくり

○危機管

令

理施設の整備を推進し

和

ます

○危機管理体制を

0

整えます

○危機対応力

9

の向上を図ります

施策

年

の

方向性

度）

主な事務事業　

住

　　（単位:千円）

担

計

み

当課 事務事業名 事業内

続

容 R6当初予算 R7当

け

初予算
事業期間

R8 R

た

9

い

総合防災課 水防対

、

策事業 水防法に基づき

安

、風水害に備えるため

全

に水防 15,603 1

・

0,616 継続 継続

計

快

画を作成・公表して関

画

適

係機関と連携すると

と

な

もに、有事には土のう

暮

配布、監視、道路や

河

ら

川等の応急復旧、倒木

し

処理などの水防活動

を

が

行う。

あ

総合防災課 他

る

自治体災害救援 被災し

ま

た他自治体や協定市等

ち

への物的・人的 555

（

　

534 継続 継続

事業 支

～

援を行う。支援物資の

安

調達、搬送、応援職

員

全

の旅費、車両借上料、

・

協定市との協議など

を

都

実施する。

市

総合防災

基

課 災害対策事業 災害対

盤

策基本法に基づき、全

～

市民の生命・財 27,

令

2

985 59,308 継

-

続 継続

産を守るため、

1

地震、風水害等の災害

 

が発生

した場合に災害

危

対策本部を設置し、災

機

害対策

事業を行う。平

管

時には地域防災計画等

理

に基づ

き、災害に対処

・

するための防災事業を

防

行う新

たな防災資器材

和

災

、備蓄食糧確保に必要

・

な倉庫

の再整備や、災

消

害時の市民への飲料水

防

の確保

のため指定避難所である市内小・中学校に学

校受水槽からの応急給水栓を整備する。

07年

施策 （1



システム」及び「兵庫県 6,728 14,999 継続 継続

管理事業 衛星通信システム」を活用することで、県、

県内各市町、マスコミ等の各関係機関との情

報共有を円滑化している。

「防災情報システ

主

ム」を活用することで

な

、い

ち早く正確な避難

事

情報の発令につなげる

務

こと

や、市民の生活再

事

建を支援することがで

業

きる

。

　

総合防災課 防

　

災情報伝達事業 災害時

　

に避難情報等の緊急情

（

報を伝達するこ 16,

単

008 15,295 継

位

続 継続

とは、市民の生

:

命・財産を守るうえで

千

非常に

重要である。防

円

災行政無線のほか、安

）

心メー

ル、市ホームペ

担

ージ、SNS、エフエ

当

ム宝塚な

ど緊急情報の

課

伝達手段を多ルート化

事

すること

で、市民それ

務

ぞれの特性に合わせて

事

情報を配

信できるよう

業

にしている。

名

公園河

事

川課 雨量計管理事業 市

業

民生活の安全に資する

内

ため、市内の雨量情 9

容

96 1,273 継続 継

R

続

報16箇所及び宝塚

6

市域と近接する雨量情

当

報10

箇所を含めた2

初

6箇所の雨量情報を市

予

HPにおい

て市民に提

算

供している。

また、市

R

が管理する雨量計12

7

箇所において欠

測等の

当

不備がないように維持

初

管理や施設修繕

を行う

予

。

 

合計 6

算

7,875 102,0

事

25

業期間

R8 R9

総合防災課 防災情報システム 「フェニックス防災



実施 度

を推進します

○災害時

～

要援護者の支援体制を

令

整えます

施策の

方向性

和0

主

9

な事務事業　　　（単

年

位:千円）

担当課 事務

度

事業名 事業内容 R6当

）

初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

計

地域福祉課 災害時要援護者支 災害発生時における避難行動支援者への支援 1,848 2,073 継続 継続

援事業 を適切かつ円滑に実施するため、災害時要援

護者の自助及び地域（近隣）の共助を基本と

し、

画

地域の安心・安全体制を強化を図る。

総合防災課 地域防災力アップ 激甚化・頻発化する災害に対し、公助だけで 3,801 2,257 継続 継続

事業 なく自助・共助で対応することが、避難率や

生存率

（

を向上させる上で重要となっている。

地域の自治会やまち協による防災の取組を推

進するために行政が支援する事業である。

合計 5,649 4,330

令

施策 （2）自助・共

和

助の体制づくり

○防災

0

活動に携わる様々な団

7

体と共に地域防災力の

年

向上と感染症への備え



実施 度

の充実を図ります

○防

～

火安全対策を推進しま

令

す

○消防団と自主防災

和

組織を中心に、地域の

0

消防防災体制の充実を

9

図ります

○消防の連携

年

・協力体制を強化しま

度

す

施策の

方向性

）

主な事務

計

事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

指令課 消防指令業務共同 　宝塚市・川西市・猪名川町の２市１町で、 238,436 139,401

画

継続 継続

運用事業 消防通信指令事務協議会を設立し、平成２３

年４月より宝塚市消防本部庁舎に「宝塚市・

川西市・猪名川町消防指令センター」を開設

した。２市１町域内からの１１９番通報を一

括受信し、各消防本部の通

（

信指令及びそれに

伴う事務並びに消防救急デジタル無線システ

ム主要装置の維持管理を共同で行っている。

　令和７年度は、消防救急デジタル無線シス

テムの部品交換及び点検を行い、同システム

の安定稼働を目指す。また

令

、免許有効期限を

迎え

施

る基地局無線装置並び

策

に車載型無線装置

につ

（

いて、電波法に基づく

3

再免許申請を実施

する

）

。

消

警防課 消防警防事

防

業 　消防組織法に基づ

・

き、市内で発生する火

救

災 18,116 18,

和

急

346 継続 継続

及び水

体

災害等における消防活

制

動を実施する。

宝塚市

の

の消防体制を維持する

充

ため、消防活動

におい

実

て使用する車両及び資

○

機材の維持管理

、更新

災

整備を実施するととも

害

に、火災原因調

査及び

対

警防技術を充実させる

0

応

。

能

予防課 消防予防事

力

業 　消防法に基づき、

の

宝塚市内の火災予防を

充

推 1,353 915 継

実

続 継続

進する。火災予

を

防業務担当職員の専門

図

能力の

向上により火災

り

予防体制の高度化を図

、

るとと

もに、火災予防

7

市

啓発事業や防火管理に

民

関する

講習会等の実施

生

により市全域の防火管

活

理体制

の向上を図る。

の安全・安心

年

を確保します

○消防力



で発生する救急 16,099 12,719 継続 継続

業務を実施する。生活形態の多様化に伴って

変化する救急現場に対応するため、救急隊員

の育成及び現場活動用資器材や消耗品を充実

させるとともに

主

、市民への応急手当普

な

及啓発

活動を継続する

事

ことで、市民と救急隊

務

が協働

する病院前救護

事

体制の確立を図る。

業　

消防総務課 非常備消防

　

事業 　消防組織法に定

　

められた市町村消防の

（

責任 24,600 28

単

,477 継続 継続

を果

位

たすため、宝塚市消防

:

団条例に基づき設

置さ

千

れた宝塚市消防団に関

円

する事業である。

　北

）

部地域の防火防災の担

担

い手となる宝塚市

消防

当

団の災害対応能力を向

課

上するため、各種

訓練

事

及び研修を実施すると

務

ともに、消防団車

両を

事

はじめとした消防活動

業

用備品を適切に管

理す

名

る。

　令和７年度は、

事

消防救急デジタル無線

業

携帯

機３機を更新する

内

。

容

指令課 消防情報事

R

業 　消防組織法に基づ

6

き、消防活動及び関係

当

機 1,847 9,74

初

7 継続 継続

関との連携

予

に必要な情報通信機器

算

の維持管理

並びに災害

R

時における情報管理を

7

包括してい

る。

　令和

当

７年度は、兵庫県衛星

初

ネットワーク設

備を第

予

２世代から第３世代に

算

更新し、兵庫県

内の災

事

害時における情報通信

業

体制を強化する

。

期

指

間

令課 消防救急デジタル

R

　消防組織法に基づき

8

、消防活動時の部隊間

R

1,377 27,87

9

8 継続 継続

無線整備事業 や隊員間の連携に必要な携帯型無線機の維持

管理を実施している。

　令和７年度は、消防救急デジタル無線携帯

無線機３８機を更新し、災害現場で使用する

通信機器の強化を図る。

 

救急課 消防救急事業 　消防組織法に基づき、市内



を計画的に更新整備 65,882 83,597 継続 継続

するとともに、地域の実情に合わせて車両配

置及び車両台数の適正化を図る事業である。

　令和７年度は救急車２台の更新整備とはし

ご車（はし

主

ご装置）主要部品の交

な

換整備を実

施する。

事

合計 367,

務

710 321,080

事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

警防課 消防車両整備事業 　消防需要に応じた車両



実施 度

対策の推進

○防犯意識

～

の啓発や防犯活動組織

令

への支援など、地域の

和

防犯力を高めます

○犯

0

罪被害者等の総合的な

9

支援に取り組みます

施

年

策の

方向性

度）

主な事務事業

住

　　　（単位:千円）

計

み

担当課 事務事業名 事業

続

内容 R6当初予算 R7

け

当初予算
事業期間

R8

た

R9

い

防犯交通安全課

、

防犯事業 市民の防犯意

安

識の啓発及び高揚を図

全

るため、 19,845

・

13,455 継続 継続

快

多発している特殊詐欺

画

適

の注意喚起を行う。市

な

域における地域防犯力

暮

向上に向け、安全・安

ら

心カメラの運用並びに

し

防犯カメラ設置補助を

が

はじめ地域団体の支援

あ

に取り組む。犯罪被害

る

者等に寄り添った支援

ま

に取り組む。

ち

合計 19,845 1

（

　

3,455

～安全・都市基盤～

令

2-2 防犯・交通安

和

全

07年

施策 （1）防犯



実施 度

駅周辺の快適な歩行空

～

間を確保します

施策の

令

方向性

和0

主な事務事業　　

9

　（単位:千円）

担当

年

課 事務事業名 事業内容

度

R6当初予算 R7当初

）

予算
事業期間

R8 R9

計

防犯交通安全課 自転車対策事業 駅周辺の良好な景観と安全な交通環境の確保 256,109 258,283 継続 継続

を図るため、自転車等放置禁止区域において

啓発や放置自転車等の定期的な撤去移動を行

うとともに、自

画

転車等駐車場については、市

民が利用しやすい施設として、適正な管理運

営を行う。

防犯交通安全課 交通安全対策事業 市民の交通安全意識の高揚および交通事故防 982 1,758 継続 継続

止を図る

（

ために、地域や学校園での交通安全

教室開催や、街頭において交通安全啓発を実

施する。

道路管理課 街路灯管理事業 街路灯の新設、補修、維持管理により、市道 75,307 81,689 継続 継続

に

令

おける夜間の歩行者等

施

の通行の安全を図る

。

策 （2）交通安全

和

対策の推進

○交通安全

0

意識の啓発を推進しま

7

す

○交通危険箇所の安

年

全対策を実施します

○



、維持管理により、市道 6,875 6,875 継続 継続

インフラ保全 における夜間の歩行者等の通行の安全を図る

。

合計 339,273 348,605

主な事務事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

道路管理課 街路灯管理事業_ 街路灯の新設、補修



実施 度

の場に応じた多様な消

～

費者教育の推進

○市民

令

や関係機関、市民団体

和

、事業者等と連携・協

0

働しながら、消費者教

9

育や啓発を推進し、次

年

世代の担い手を育成し

度

ます

○消費生活相談機

）

能を充実させます

施策

住

の

方向性

計

み続

主な事務事業　

け

　　（単位:千円）

担

た

当課 事務事業名 事業内

い

容 R6当初予算 R7当

、

初予算
事業期間

R8 R

安

9

全

消費生活センタ 消

・

費生活センター 市民の

快

暮らしの安全・安心の

画

適

確保を行うため 27,

な

935 29,612 継

暮

続 継続

ー 事業 設置した

ら

、消費生活センター施

し

設の適切な維

持管理及

が

び消費者行政を行うと

あ

ともに、計量

特定市業

る

務を推進する。

ま

消費

ち

生活センタ 消費生活相

（

　

談事業 第2次宝塚市消

～

費者教育推進計画に基

安

づく消 1,435 4,

全

988 継続 継続

ー 費生

・

活相談の充実を図るた

都

め、補助金を活用

した

市

国が推奨する相談対応

基

力強化のための研

修に

盤

消費生活相談員を派遣

～

し、市民の安全・

安心

令

2

を確保する。

また、国

-

民生活センターが令和

3

8年度中に刷

新を予定

 

している消費生活相談

消

受付システム

に接続す

費

るため、令和7年度は

生

機器の調達な

どの環境

活

整備を行い、刷新後は新たに追加さ

れる機能を活用し、消費生活相

和

談機能を強化

する。

消費生活センタ 消費者教育・啓発 第2次宝塚市消費者教育推進計画に基づく、 2,166 1,958 継続 継続

ー 事業 被害防止対策として、情報提供及び啓発を行

う。

合

0

計 31,536 36,558

7年

施策 （1）世代や生活



実施 度

持続可能な都市づくり

～

の推進

○地域特性を踏

令

まえながら、駅周辺へ

和

の多様な都市機能の誘

0

導を推進します

○住民

9

主体のまちづくりを推

年

進し、良好な住環境の

度

維持・形成を図ります

）

○自然緑地や都市緑地

住

の保全・育成に努めま

計

み

す

施策の

方向性

続け

主な事務

た

事業　　　（単位:千

い

円）

担当課 事務事業名

、

事業内容 R6当初予算

安

R7当初予算
事業期間

全

R8 R9

・

都市計画課

快

都市計画管理事業 用途

画

適

地域等の土地利用や都

な

市施設を都市計画 1,

暮

462 1,508 継続

ら

継続

決定するにあたり

し

、法令等に基づき都市

が

計画

審議会を運営する

あ

。

る

市街地整備課 官民

ま

連携まちなか 人口減少

ち

や高齢化等により弱体

（

　

化した地域コ 0 500

～

継続 継続

再生推進事業

安

ミュニティの再構築や

全

地域経済の再生を行う

・

ため、昨年度に引き続

都

きまちづくりワークシ

市

ョップの開催や社会実

基

験の実施を継続し、官

盤

民が一体となった都市

～

空間の形成や賑わい創

令

2

りを行うことで、多様

-

な主体が参画する、持

4

続可能なまちづくりの

 

形成を目指す。

土

合計 1,462 2

地

,008

利用

和07年

施策 （1）南部地域の

―

74410
鉛筆



実施 度

生かした魅力的なまち

～

づくりを推進します

○

令

住民主体のまちづくり

和

を推進し、集落環境の

0

維持に努めます

施策の

9

方向性

年度

主な事務事業　　

）

　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容

計

R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

北部振興企画課 北部振興企画事業 南部市街地に比べ急激に進行する人口減少、 2,753 2,770 継続 継続

高齢化といった北部地域の課題解決に向け、

画

地元住民が主体となって取り組んでいる「移

住の受け皿づくり」について活動支援を行う

ほか、地域の振興施策の総合調整及び広域連

携事務を推進するとともに、地元住民との協

働による地域活性化の検討及び支援を行う。

（

北部振興企画課 農業用施設改修事 ため池定期点検や地元からの要望を踏まえ、 13,846 55,837 継続 継続

業 老朽化した水路、ため池等の農業用施設を整

備改修する。

令和7年度は、農業経営

令

上必要不可欠なため

池

施

である、墓ノ裏池改修

策

工事を実施する。

（

合計 16,59

2

9 58,607

）北部地域

和

の活性化に向けたまち

0

づくりの推進

○自然環

7

境と田園環境の保全に

年

努めます

○地域資源を



実施 度

くりを進めます

○既存

～

都市施設を有効に活用

令

し、まちの活性化を図

和

ります

施策の

方向性

09

主な

年

事務事業　　　（単位

度

:千円）

担当課 事務事

）

業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業

計

期間

R8 R9

市街地整備課 公益施設管理運営 さらら仁川公益施設及びさらら仁川北館・南 90,306 93,332 継続 継続

事業 館地下駐車場に係る管理運営業務並びにピピ

アめふ公益施設及びピピ

画

アめふ1駐車場に係

る管理運営業務を行う。

令和７年度は、シネ・ピピアの映画チケット

システムのサーバ更新を実施する。

市街地整備課 ソリオ宝塚駐車場 ソリオ宝塚第1駐車場及びソリオ宝塚第4

（

駐車 91,075 89,947 継続 継続

管理事業 場に係る管理業務を行う。

 

市街地整備課 土地区画整理調査 組合等による施行予定の土地区画整理事業に 78 63 継続 継続

事業 対し、土地区画整理法

令

第75条に基づく技術

施

的

援助（専門知識を有

策

する職員の派遣、工事

（

・

設計など事業執行に

3

係る補助等）を行う。

）地域の特

和

性にあった良好なまち

0

づくりの推進

○多様な

7

事業手法を活用して、

年

地域と連携したまちづ



設及びさらら仁川北館・南 41,316 95,304 継続 継続

事業_建物保全 館地下駐車場並びにピピアめふ公益施設及び

ピピアめふ1駐車場の施設修繕に係る業務を

行う。

市

主

街地整備課 ソリオ宝塚

な

駐車場 ソリオ宝塚第１

事

駐車場及びソリオ宝塚

務

第４駐 0 9,438 継

事

続 継続

管理事業_建物

業

保 車場の施設修繕に係

　

る業務を行う。

全

　

合計 222,7

　

75 288,084

（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

市街地整備課 公益施設管理運営 さらら仁川公益施



実施 度

トックの活用促進など

～

良好な住環境の維持

○

令

空家の適正管理と活用

和

の促進を図ります

○民

0

間住宅や市営住宅の有

9

効活用と適正な維持保

年

全を推進し、良好な住

度

環境を維持します

施策

）

の

方向性

住

計

み

主な事務事業　

続

　　（単位:千円）

担

け

当課 事務事業名 事業内

た

容 R6当初予算 R7当

い

初予算
事業期間

R8 R

、

9

安

住まいづくり推 住

全

宅政策推進事業 マンシ

・

ョンの適正な管理に関

快

する啓発および 1,8

画

適

50 2,015 継続 継

な

続

進課 支援の実施、マ

暮

ンション共用部分のバ

ら

リアフ

リー化工事に対

し

する助成や各種リフォ

が

ームな

どの住まいに関

あ

する総合的な情報提供

る

を行う

。

ま

住まいづく

ち

り推 空家等対策事業 空

（

　

家等対策の推進に関す

～

る特別措置法に基づ 3

安

,692 2,235 継

全

続 継続

進課 き、適正に

・

管理されていない空家

都

の所有者に

対して適切

市

な管理を促すとともに

基

、特定空家

等の発生予

盤

防のため、空家の利活

～

用を促し、

啓発を行う

令

2

。

 

 

 

-

住まいづく

5

り推 市営住宅管理事業

 

指定管理者制度を導入

住

し、民間事業者のノウ

宅

260,681 212

・

,722 継続 継続

進課

住

ハウを活用しつつ、社

環

会情勢の変化（単身者

境

・高齢者の増加等）や

和

様々な市民ニーズに応

じた市営住宅の管理運営を行う。

07年

施策 （1）住宅ス



理条例に基づき、市営住宅及 138,931 99,223 継続 継続

進課 _建物保全 び共同施設を改修して、良好な居住環境を確

保する。

合計 405,154 316,195

主な事務事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

住まいづくり推 市営住宅管理事業 宝塚市営住宅管



実施 度～

主

令

な事務事業　　　（単

和

位:千円）

担当課 事務

0

事業名 事業内容 R6当

9

初予算 R7当初予算
事

年

業期間

R8 R9

度

建築

）

指導課 簡易耐震診断推進 昭和５６年５月３１

計

日以前に建築されたもの 1,575 945 継続 継続

事業 で耐震性の低い民間住宅について、耐震診断

技術者を派遣し、簡易な診断法（簡易耐震診

断）により住宅の地震に対する安全性の評価

を行う。

 

画

建築指導課 住宅耐震化促進事 昭和５６年５月３１日以前に建築されたもの 39,156 16,000 継続 継続

業 で耐震性の低い民間住宅について、計画策定

、耐震改修工事、屋根軽量化工事、シェルタ

ー型工事、防災ベッ

（

ド等設置を行った場合、

その費用に対して補助金を交付する。

合計 40,731 16,945

令

施策 （2）安心して

和

住み続けられる住まい

0

づくりの促進

○耐震診

7

断や耐震改修の促進を

年

図ります

施策の

方向性



実施 度

効率的な道路整備の推

～

進

○渋滞の解消や都市

令

防災機能の充実を目指

和

し、都市計画道路の計

0

画的な整備を推進しま

9

す

○北部地域を含め、

年

道路ネットワークの形

度

成に向けた効果的な市

）

道の整備を推進します

住

○開発や建築行為に合

計

み

わせ、狭隘(あい)な

続

生活道路の整備を推進

け

します

施策の

方向性

たい

主な

、

事務事業　　　（単位

安

:千円）

担当課 事務事

全

業名 事業内容 R6当初

・

予算 R7当初予算
事業

快

期間

R8 R9

画

適

道路整

な

備課 都市計画道路競馬

暮

阪急軌道による地域の

ら

分断の解消に伴う日常

し

1,478,800 1

が

08,800 継続 継続

あ

場高丸線整備事業 の利

る

便性の向上や、通学路

ま

としても利用され

る安

ち

全な歩行者動線の確保

（

　

、また緊急時の活

動経

～

路として機能し、安全

安

安心の市街地形成

を図

全

るために、(都)競馬

・

場高丸線整備を整備

す

都

る。令和７年度も引き

市

続き道路工事を実施

し

基

、鹿塩工区を供用する

盤

。

～

道路整備課 都市計

令

2

画道路荒地 (都)荒地

-

西山線は、武庫川右岸

6

地域における 469,

 

715 580,620

道

当該年度 -

西山線整備

路

事業（ 東西幹線道路で

・

、総延長2,390ｍ

交

、計画幅員1 中に終了

通

小林工区） 8ｍ（対向2車線+両側歩道）の

和

道路を整備し 予定

、(主)明石神戸宝塚線を代替して東西交通の

円滑化を図るものである。本工区は、阪急今

津線立体交差工事や本線のトンネル区間函渠

工事、掘割区間U型擁壁工事などの大規模工

事が工区の大半を占めて

0

いることが特徴であ

る。

道路整備課 一般市道新設改良 歩道整備や危険個所の解消等により、通行の 91,500 280,899 継続 継続

事業 安全や快適な走行等を確保し、もって、安全

・安心・快適

7

なまちづくりに寄与する。

年

施策 （1）計画的、



市域の４車線化を進めて 8,925 5,250 継続 継続

路等整備負担金事 交通渋滞の解消を図る。

業 荒地西山線は、代替路線の荒地西山線(千種

工区)を整備して交通量の転換を図る。

主

道路管理課 生

な

活道路整備事業 生活道

事

路整備条例に基づき、

務

建築確認申請時 45,

事

630 41,442 継

業

続 継続

に道路後退が生

　

じた箇所において、後

　

退部分

等の用地買収を

　

行い、道路として拡幅

（

整備を

行う。

単

道路整

位

備課 都市計画道路山手

:

　現在、宝塚南口駅側

千

にのみ歩道が設置され

円

216,000 124

）

,300 - -

幹線整備

担

事業（梅 ているが、幅

当

員が狭く、道路構造令

課

を満たし

野町工区） て

事

いない。また、道路高

務

さより低い位置にあ

る

事

駅入り口へのすりつけ

業

のため、歩道の縦断

勾

名

配が急勾配となってい

事

る区間があり、車い

す

業

の安全な通行空間を確

内

保できていない。

 本

容

事業は旧宝塚ホテル跡

R

地の土地利用の転

換に

6

合わせて、道路拡幅及

当

び道路改良を行う

。

初予

道路整備課 県施行都市

算

計画道 都市計画道路中

R

筋伊丹線の整備に合わ

7

せた関 0 17,900

当

継続 継続

路中筋伊丹線

初

関連 連市道について、

予

都市計画事業(中筋山

算

本線

市道整備事業 、宝

事

塚長尾線）は、都市計

業

画法で定める事業

認可

期

を取得の上、認可に基

間

づき整備を行う。

都市

R

計画事業外は、道路法

8

に基づき改築整備

を行

R

う。

合計 2

9

,310,570 1,159,211

道路整備課 県施行都市計画道 中筋伊丹線は、宝塚



実施 度

な移動手段の確保を目

～

指します

○北部地域で

令

は、地域の特性に応じ

和

た公共交通の確保に努

0

めます

○コンパクトな

9

まちづくりに向けて、

年

交通結節機能の充実を

度

図ります

施策の

方向性

）

主

計

な事務事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

交通政策課 バス交通対策事業 学識経験者、交通事業者、市民等で構成する 2,952 2,70

画

2 継続 継続

宝塚市地域公共交通協議会にて公共交通網の

あり方を検討する。

既存バス路線について、運行ルートや運行時

間、バス停などについて関係機関と調整を図

る。

また、地域主体のバス運行について、相談や

関係機関

（

との調整及び運行等の支援を図る。

 

交通政策課 北部地域内バス路 市北部の西谷地域における唯一の公共交通手 30,000 30,000 継続 継続

線補助事業 段であるバス路線を確保するため、運行

令

事業

者に対し補助を行

施

うことにより、高齢者

策

等地

域住民の移動手段

（

の確保を図る。

 

2

交

）

通政策課 山手地域内バ

公

ス路 仁川・売布の山手

共

住宅地域と最寄りの鉄

交

道駅 51,918 43

通

,282 継続 継続

線補

和

の

助事業 を結ぶバス路線

利

を確保するため、運行

便

事業者

へ補助を行うこ

性

とにより、交通空白地

の

の解消

と高齢者等地域

向

住民の移動手段の確保

上

を図る

。

と、新

0

たな移動手段の検討

○

7

公共交通の維持や利便

年

性の向上を図り、新た



た宝塚市立病院等への移 7,800 5,032 - -

事業 動手段の確保に向けた実証実験及び売布・清

荒神地域で行ったAIオンデマンド交通実証実

験の結果を踏まえて、今後の実装の可否や運

行形態等

主

を検証する。

な

合計 92,670 8

事

1,016

務事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

交通政策課 地域公共交通検証 令和6年度に実施し



実施 度

な点検を行い長寿命化

～

を図るとともに、計画

令

的、効率的な修繕によ

和

る適正な維持

管理を推

0

進します

○市民からの

9

情報収集による道路の

年

効率的な整備を推進し

度

ます

施策の

方向性

）

主な事

計

務事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

道路管理課 道路維持事業_イ 清掃・草刈等の道路の日常管理に加え、側溝 484,000 496,

画

600 継続 継続

ンフラ保全 ・舗装等の維持修繕を実施する。

令和７年度は引き続き修繕計画に基づき舗装

修繕を行うほか、災害防除工事等を実施する

。

道路管理課 橋りょう維持事業 橋りょう長寿命化

（

修繕計画や定期点検結果に 101,750 333,050 継続 継続

_インフラ保全 基づき、計画的な保全に取り組む。

令和７年度は引き続き橋梁の定期点検・補修

設計・補修工事を行うほか、横断歩道橋の補

修設計及び武庫

令

川新橋の耐震補強工事

施

を行う

。

合

策

計 585,750 82

（

9,650

3）橋梁など

和

の道路構造物の長寿命

0

化や計画的な修繕の推

7

進

○橋梁などの道路構

年

造物について、定期的



実施 度

進します

○道路や公共

～

交通のバリアフリー化

令

など、人にやさしい交

和

通環境を整備します

○

0

自転車ネットワーク計

9

画に基づき、自転車通

年

行空間の整備を推進し

度

ます

○環境や景観に配

）

慮し、植栽など道路環境の適正な維持管理に

計

取り組みます

施策の

方向性

主な事務事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

道路管理課 通学路安全

画

対策整 宝塚市通学路安全プログラムに基づき関係機 5,500 5,500 継続 継続

備事業 関による通学路合同点検を行い、危険個所に

ついて必要な対策を講じる。

令和７年度は長尾南小学校区の路肩部カラー

舗装等を実施す

（

る。

道路管理課 道路バリアフリー 道路バリアフリー化事業（線的整備）計画に 40,700 37,400 継続 継続

化整備事業 基づき歩道の構造改良を行い、高齢者や身体

障碍者、通学児童の移動の利

令

便性及び安全性

の向上

施

の促進を図る。

令和７

策

年度は小浜小学校の通

（

学路である市道

宝塚長

4

尾線の歩道改良工事を

）

実施する。

す

道路管理

べ

課 道路交通安全施設 交

て

通事故の防止及び道路

の

交通環境の改善を図 5

和

人

4,000 44,00

に

0 継続 継続

整備事業_

や

インフ るため、ガード

さ

レール等の交通安全施

し

設の新

ラ保全 設及び維

い

持補修工事や、区画線

安

の新設および

維持補修

全

を実施する。

で快

0

適な道路環境づくりの

7

推進

○地域と連携した

年

通学路の安全対策を推



部地域唯一の鉄道駅であ 21,250 47,000 継続 継続

アフリー化事業 り、交通結節点として重要な位置づけとなっ

ている。一方、エレベーターやエスカレータ

ーがなく高齢者や障碍のある人など

主

の利用が

困難な駅であ

な

るため、すべての利用

事

者にとっ

て利用しやす

務

い駅になるようにバリ

事

アフリー

化を図ってい

業

く。令和７年度も引き

　

続き詳細

設計を進め、

　

トイレのバリアフリー

　

化工事に

着手する予定

（

である。

合

単

計 121,450 13

位

3,900

:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

道路整備課 ＪＲ武田尾駅バリ ＪＲ武田尾駅は、北



実施 度

・土砂災害対策の推進

～

○総合治水の観点から

令

、河川改修事業等を推

和

進します

○土砂災害特

0

別警戒区域に関する取

9

組を推進します

○洪水

年

・土砂災害に対する地

度

域の防災力を高めます

）

施策の

方向性

住

計

み

主な事務事

続

業　　　（単位:千円

け

）

担当課 事務事業名 事

た

業内容 R6当初予算 R

い

7当初予算
事業期間

R

、

8 R9

安

道路管理課 排

全

水路管理事業 西谷地区

・

の排水施設の機能低下

快

、損傷等が認 1,16

画

適

0 57 継続 継続

められ

な

る排水路について、浚

暮

渫・維持補修工

事を実

ら

施する。

発注規模の調

し

整のため、次回発注は

が

令和９年

度を予定して

あ

いる。

る

公園河川課 水

ま

政管理事業 治水・砂防

ち

事業に関する協議会に

（

　

所属し、国 410 37

～

4 継続 継続

や県へ要望

安

活動を行う。また、土

全

砂災害防止

に関する啓

・

発活動を行う。

都

公園

市

河川課 県施行急傾斜地

基

崩 県が実施する急傾斜

盤

地崩壊対策事業の地元

～

負 11,100 17,

令

2

900 継続 継続

壊対策

-

負担金事業 担金として

7

、地方財政法第２７条

 

の規定に基

づき事業費

河

を負担する。

川・水辺空

和

間

07年

施策 （1）治水



例に基づき、市が管理す 32,000 10,000 継続 継続

る普通河川の適正な流水機能の確保を図るた

め、河川の維持補修工事を実施する。

 

公園河川課 荒神川都市基盤河 荒

主

神川周辺の浸水被害を

な

軽減する治水対策工 5

事

1,000 26,00

務

0 継続 継続

川改修事業

事

事を行う。

 

①事業区

業

間：武庫川との合流部

　

から荒神橋ま

での間　

　

L=990m

②流域面

　

積：242ha

③計画

（

流量：31～39t/

単

s

 

安場橋以北から荒

位

神橋までの残事業区間

:

（約

L＝220ｍ）の

千

設計、工事を行う。

円）

公園河川課 普通河川治

担

水事業 法定外公共物管

当

理条例に基づき、市が

課

管理す 28,000 1

事

5,000 継続 継続

_

務

インフラ保全 る普通河

事

川の適正な流水機能の

業

確保を図るた

め、河川

名

の維持補修、浚渫等を

事

実施する。

業

公園河川

内

課 急傾斜地崩壊対策 土

容

砂災害特別警戒区域等

R

に指定された市所有 3

6

9,000 232,9

当

00 継続 継続

事業 斜面

初

地の所有者責任として

予

、急傾斜地の崩壊

から

算

住民の生命や身体の保

R

護を図るために安

全対

7

策工事の実施や斜面地

当

の適正な維持管理

を行

初

う。

令和７年度は高丸

予

公園及び中山台１丁目

算

緑地

において対策工事

事

を行う。

また、昨年度

業

に引き続き市所有斜面

期

地の点検

調査業務を行

間

う。

合計 1

R

62,670 302,

8

231

R9

公園河川課 普通河川治水事業 法定外公共物管理条



実施 度

間活動団体を支援しま

～

す

施策の

方向性

令和

主な事務

0

事業　　　（単位:千

9

円）

担当課 事務事業名

年

事業内容 R6当初予算

度

R7当初予算
事業期間

）

R8 R9

公園河川課

計

環境美化推進事業 年２回の県管理河川、年１回の普通河川(市 58,500 58,500 継続 継続

管理）の除草、塵芥収集、運搬及び処分を行

う。

県管理河川におけるひょうごアドプト団体の

活動に伴う支援（除草、塵芥収

画

集後の回収及

び処分）を行う。

合計 58,500 58,500

（令

施策 （2）憩いや安

和

らぎのある河川・水辺

0

空間の創出

○河川・水

7

辺空間の利活用を推進

年

します

○河川・水辺空



実施 度

な水道水の安定的な供

～

給

○良質な水道水を供

令

給するため、きめ細か

和

な水質管理を推進しま

0

す

○水道水の安定供給

9

を図るため、危機管理

年

の取組を推進します

○

度

市民から信頼され続け

）

る水道を目指し、事業

住

基盤の強化を図ります

計

み

○健全な経営に支えら

続

れた水道事業の構築に

け

取り組みます

施策の

方

た

向性

い、

主な事務事業　　　

安

（単位:千円）

担当課

全

事務事業名 事業内容 R

・

6当初予算 R7当初予

快

算
事業期間

R8 R9

画

適な

生活環境課 簡易専用水

暮

道等管 水道法等に基づ

ら

き、専用水道、簡易専

し

用水道 1,501 1,

が

263 継続 継続

理事業

あ

及び小規模貯水槽水道

る

管理事務を行う。

ま

上

ち

下水道局工務 管路耐震

（

　

化（更新 本市の管路の

～

総延長は約800km

安

であり、計画 920,

全

000 920,000

・

継続 継続

課 ）事業 的か

都

つ継続的に更新してい

市

く必要がある。管

路更

基

新・耐震化計画に基づ

盤

き本事業を実施し

、更

～

新率の改善、耐震化率

令

2

の向上に取り組ん

でい

-

る。老朽化が進んでい

8

るビニール管、普

通鋳

 

鉄管は内圧や加重に対

上

して脆弱であり漏

水事

下

故の起こる可能性が高

水

いことから、耐震

管に

道

より更新整備を実施し、管路の更新と耐

震化の双方を同時に取り組

和

む。

上下水道局工務 配水池統廃合事業 市内にある配水池４８箇所および加圧所３０ 201,300 220,500 継続 継続

課 （右岸地区） 箇所について、人口減による需要減に合わせ

た統廃合を本事

0

業によって行い、水運用の効

率化を図る。また、本事業で統合される施設

について、更新を実施し耐震化を図る。

7年

施策 （1）安全で良質



以降に整備された配水池加圧 216,200 160,000 継続 継続

課 化（更新）事業 所が順次更新時期を迎え、さらにその耐震化

率が低いことから、市民生活を支える重要な

ライフラインである配水

主

池加圧所の耐震化（

更

な

新）を行う。各配水池

事

加圧所について、耐

震

務

一次診断調査の成果、

事

水道施設耐震工法指

針

業

・解説2022、耐震

　

性能、老朽度、機能性

　

を

考慮した整備方針に

　

基づき、耐震補強・更

（

新

・維持を選択し整備

単

に取り組む。

位

合計 1,339,0

:

01 1,301,76

千

3

円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

上下水道局工務 配水池加圧所耐震 高度経済成長期



実施 度

を推進します

○アセッ

～

トマネジメントを推進

令

し、環境との共生の維

和

持に努めます

○健全な

0

経営に支えられた下水

9

道事業の構築に取り組

年

みます

施策の

方向性

度）

主な事務事業　　　（単位

計

:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

上下水道局給排 水洗化促進事業 水洗化促進は河川等公共水域の水質汚濁防止 3,970 4,192 継続 継続

水設備課 に

画

直結する非常に重要な事業であることから

、未水洗化世帯への個別PR、排水設備工事申

請の受付・完了検査・水洗便所改造資金の助

成等を実施する。

上下水道局下水 公共下水道建築改 雨水事業は近

（

年の異常気象による局地的集中 549,650 1,061,700 継続 継続

道課 良事業（雨水事業 豪雨により、内水被害が頻発している向月町

） ・鶴の荘地区、星の荘地区の浸水被害軽減対

策を行う。

武庫川ポンプ場は、宝

令

塚市下水道ストックマ

施

ネジメント計画に基づ

策

き耐震化と機械設備の

（

ダウンサイジングを含

2

む改築更新を行い、令

）

和10年度末の工事完

安

了を目指す。

全

上下水

・

道局下水 公共下水道建

安

築改 汚水事業は、スト

和

心

ックマネジメント計画

で

に基 574,297 7

安

74,047 継続 継続

定

道課 良事業（汚水事業

し

づき、リスク評価によ

た

る優先度の高い施設か

下

） ら耐震化を含めた改

水

築・修繕を行い、計画

道

的

かつ効率的な予防保

サ

全型の老朽化対策を進

0

ー

め

る。また、重要な汚

ビ

水幹線の耐震化工事を

ス

進

め耐震化率の向上を

の

図る。

提供

○浸水・

7

地震対策を強化し、ク

年

ライシスマネジメント



ーターPPP）推進事業として 0 24,000 継続 継続

道課 ターPPP）推進事 、ウォーターPPPに向けた発注及び契約方法

業 の検討や、必要な要求水準書等の書類作成、

業者選定業務に取り組む。

主

合計 1,1

な

27,917 1,86

事

3,939

務事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

上下水道局下水 官民連携（ウォー 官民連携（ウォ ―

74410
鉛筆



実施 度

フステージに応じた健

～

康づくりの推進

○生活

令

習慣改善や感染症に関

和

する啓発などにより、

0

疾病予防や健康づくり

9

を推進します

○健診な

年

どにより、生活習慣病

度

などの早期発見や重症

）

化の予防に取り組みま

福

す

○啓発や自殺予防対

計

祉

策に取り組み、心の健

が

康づくりを推進します

充

施策の

方向性

実し

主な事務事

、

業　　　（単位:千円

安

）

担当課 事務事業名 事

心

業内容 R6当初予算 R

し

7当初予算
事業期間

R

て

8 R9

画

暮

健康推進課 食

ら

育推進事業 第3次たか

せ

らづか食育推進計画に

る

基づき、市 1,506

ま

1,516 継続 継続

民

ち

が自らの食について考

　

え、実践につながる

よ

～

う、全ての世代の方の

健

食育を推進する。こ

れ

康

までのイベントや講座

（

・

に加え、新しい生活

様

福

式やデジタル化に対応

祉

したSNSやオンライ

～

ンによる啓発方法を検

3

討しながら食育活動を

-

実施する。

食育活動の

1

関係者や関係団体等と

 

協働・連携

し、普及啓

健

発に取り組む。

康

健康

令

・

推進課 健康増進事業 国

医

の「健康日本21（第

療

3次）」等を勘案した 103,713 436,481 継続 継続

、健康増進法に定める市町村の健康増進計画

である「健康たからづか21（第3次）」を令

和6年度に策定し、すべ

和

ての市民がいつまで

も健康で安心して暮らせるまちを目指す。進

捗管理については、健康づくり審議会を開催

して実施する。本計画に基づき、市民の健康

増進、疾病予防、疾病の早期発見・早期治療

を目的とし、健康ドック

0

、健康増進法に基づ

く各種がん検診（胃、肺、大腸、子宮頸、乳

）、肝炎ウイルス検診、歯周病検診、基本健

康診査、健康教育や健康相談、訪問指導等を

実施する。

健康推進課 健康センター管理 市町

7

村保健センターの機能を有する市民の健 44,520 81,945 継続 継続

運営事業 康づくりを支援する施設で

施

ある健康センター

の維

策

持管理を行う。

（1）

年

健康意識の向上とライ



止し、公衆衛生の向 897,865 1,400,732 継続 継続

上に資することを目的として予防接種法の規

定等に基づいて実施する。

（定期予防接種）5種混合等、2種混合、不活

化ポリオ、麻しん

主

・風しん混合、水痘、

な

BCG

、小児用肺炎球

事

菌、ヒブ、日本脳炎、

務

子宮頸

がん予防、B型

事

肝炎、ロタウイルス、

業

高齢者

等インフルエン

　

ザ、高齢者用肺炎球菌

　

、高齢

者等新型コロナ

　

ウイルス

令和7年度か

（

ら定期接種化される帯

単

状疱疹ワ

クチンの円滑

位

な実施を図る。帯状疱

:

疹の任意

予防接種につ

千

いては、費用助成を行

円

う。

子宮頸がん予防ワ

）

クチンキャッチアップ

担

接種

を条件付きで令和

当

7年度まで延長する。

課 事

健康推進課 後期高齢

務

者健診事 後期高齢者医

事

療制度の被保険者を対

業

象とする 139,09

名

2 127,099 継続

事

継続

業 健康診査を実施

業

し、生活習慣病の早期

内

発見や

重症化予防を図

容

り、対象者の健康意識

R

の向上

と健康づくりを

6

推進する。

当

障碍（が

初

い）福 自殺予防対策事

予

業 本市の自殺対策計画

算

である「やさしいたか

R

ら 453 373 継続 継

7

続

祉課 づか推進計画（

当

第2期）」に基づき、

初

庁内外

のネットワーク

予

強化、支援者の育成、

算

市民へ

の啓発、自殺未

事

遂者支援等の推進に取

業

り組み

、市内の自殺者

期

数を抑制する。

間

合計 1,187,

R

149 2,048,1

8

46

R9

健康推進課 予防接種事業 疾病の発生及び蔓延を防



実施 度

妊産婦や子ども、家庭

～

への切れ目のない支援

令

に取り組みます

○妊娠

和

期からの児童虐待防止

0

や育てにくさを感じる

9

保護者への支援に取り

年

組みます

施策の

方向性

度）

主な事務事業　　　（単

計

位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

健康推進課 母子保健相談指導 妊産婦・乳幼児を対象に、13事業を実施する 33,394 44,716 継続 継続

事業

画

。母子健康手帳交付、妊婦相談、産前・産後

サポート事業、両親学級、妊婦歯科健診、産

後ケア事業、離乳食学級、妊産婦・乳幼児の

電話相談、ニコニコ育児相談、思春期健康教

育等。産後ケア事業においては、訪問型、通

（

所型、宿泊型を実施し、令和7年度からは県

の集合契約に参加し、県内産後ケア実施機関

においてサービスを提供する。宿泊型に加え

て訪問型についても利用料の減免を行い、利

用者の経済的な負担を軽減する。

令

健康推進

施

課 未熟児養育医療給 要

策

件を満たす未熟児に対

（

し、退院するまでの 1

2

3,344 12,98

）

3 継続 継続

付事業 間に

妊

必要となる医療及び食

産

事療養の給付を行

う。

婦・

健康推進課 母子保健

和

子

健康診査 妊婦健康診査

ど

費助成事業、乳幼児健

も

康診査事 154,79

へ

8 154,746 継続

の

継続

事業 業（4か月児

母

健康診査、10か月児

子

健康診査、1

歳6か月

保

児健康診査、3歳児健

健

康診査）、不育

症治療

事

支援事業、産婦健診事

0

業

業、新生児聴覚

検査助

の

成事業、低所得妊婦に

推

対する初回産科

受診料

進

支援事業を実施する。

○妊娠・出産

7

・子育てに関する相談

年

支援や情報提供など、



が、①妊婦訪問、②新生 11,251 11,172 継続 継続

事業 児訪問、③未熟児訪問、④赤ちゃん訪問、⑤

乳幼児訪問、⑥セカンド訪問、⑦きょうだい

指導、⑧医療機関からの情報を受理する養育

支

主

援ネット、⑨要保護児

な

童等支援事業を実施

す

事

る。①から⑦では家庭

務

訪問により、妊産婦

や

事

乳幼児の健康や子育て

業

情報を提供する。⑨

で

　

は、市要保護児童対策

　

地域協議会を通じた

通

　

告照会への対応や乳幼

（

児健診未受診児調査

を

単

行う。また、訪問者へ

位

の研修、新任保健師

育

:

成支援を行う。

千

健康

円

推進課 たからっ子給付

）

金 妊婦の産前産後期間

担

における身体的・精神

当

的 134,315 13

課

5,563 継続 継続

事

事

業 経済的負担を軽減し

務

、妊婦や胎児であるこ

事

ど

もの保健及び福祉の

業

向上に寄与することを

名

目

的として、妊婦のた

事

めの支援給付金を支給

業

す

る。1回目は妊娠に

内

より5万円、2回目は

容

胎児

数の届出により、

R

胎児1人につき5万円

6

を支給

する。令和6年

当

度までの出産・子育て

初

応援給

付金は、経過措

予

置対象者に適用する。

算

合計 347

R

,102 359,18

7

0

当初予算
事業期間

R8 R9

健康推進課 母子保健訪問指導 保健師などの専門職



実施 度

機関の連携により地域

～

の救急医療体制を確保

令

します

○市立病院の集

和

学的がん診療体制を強

0

化します

○新たな中長

9

期計画に基づき、市立

年

病院の経営の安定化を

度

図ります

○市立病院の

）

医療機能や病床規模の見直しに取り組みます

計

施策の

方向性

主な事務事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

看護専門学校 看護専門学校事業 　地

画

域医療に貢献する看護師を３年間の課程 37,270 37,026 継続 継続

を通じて養成する。教育環境の充実、質の高

い教育の提供に努める。令和７年度は電子教

科書による授業を開始し、また、同年度内に

教育用コンピ

（

ュータシステムを更新する。

健康推進課 歯科診療事業 歯科診療所は、休日における初期救急医療対 10,715 24,083 継続 継続

策の一環として、かかりつけの歯科医師が不

在などで翌日まで待

令

てない場合に適切な第

施

一

次応急処置を行う医

策

療機関である。また、

（

一

般の歯科診療所での

3

治療が困難な市内在住

）

の

障碍（がい）者（児

安

）を対象に歯科治療・

心

歯

科保健指導を行う。

・安

健康推進課 救急医療

和

全

対策事業 県や近隣自治

な

体と連携し、夜間や休

地

日を含め 91,644

域

107,404 継続 継

医

続

た救急医療体制の確

療

保を行う。県が令和７

体

年

度中に救急安心セン

制

ター事業（＃7119

の

）の全

県展開を予定し

確

ており、本市も参画す

0

保

る。

 

○地域の医療機関や

7

介護施設との連携を深

年

めます

○市内外の医療



市内の発熱外来（発熱等 19,649 22,198 継続 継続

業 診療・検査医療機関）がほとんどが休診する

日曜、祝日、年末年始に検査ができる数少な

い医療機関の１つである。初期救急医療対策

の一

主

環として、市医師会及

な

び薬剤師会の協力

のも

事

と、適切な1次応急処

務

置を行う。

事

看護専門

業

学校 看護専門学校事業

　

開校以来３０年経過し

　

、老朽化した照明設備

　

2,632 6,588

（

継続 継続

_建物保全 を

単

令和６年度にLED化

位

した。令和７年度は同

:

設備の賃貸借料を支払

千

うとともに、令和８年

円

度に外壁及び屋上防水

）

工事を施工するための

担

実施設計を行う。

当

市

課

立病院経営統 地域医療

事

連携推進 基幹病院とし

務

て、関係機関との連携

事

を強化し 0 0 継続 継続

業

括部 事業 、地域包括ケ

名

アシステム構築に向け

事

て、入院

前診療から退

業

院後の生活まで切れ目

内

のない支

援を提供する

容

。

R

市立病院経営統 救

6

急医療推進事業 高度先

当

進医療を担う市立病院

初

として、救急搬 0 0 継

予

続 継続

括部 送による救

算

急患者受入を推進し、

R

重症患者へ

の医療提供

7

を推進するとともに断

当

らない救急

を目指す。

初予算
事業期間

R8 R9

健康推進課 休日応急診療所事 休日応急診療所は、

74410
線

74410
鉛筆

74410
鉛筆

74410
鉛筆

74410
鉛筆

74410
線

74410
線

74410
線



作成した保全計画（計画期間： 626,000 329,500 継続 継続

括部 全事業 平成28年度から令和17年度）に基づき、年次

的に施設及び設備の保全を行う。なお、作成

から10年余が経過した

主

保全計画を令和7年度

な

中に見直し、新病院開

事

院までに必要な現病院

務

の保全工事の内容と費

事

用を把握します。

業

市

　

立病院経営統 市立病院

　

経営強化 市立病院経営

　

強化プラン（計画期間

（

：令和6 0 0 継続 継続

単

括部 推進事業 年度～令

位

和9年度）に定める当

:

院が果してい

くべき役

千

割・機能の実現、医療

円

機能や医療の

質、連携

）

強化に係る数値目標の

担

達成に向けた

方策を立

当

案、実施、進捗管理を

課

行う。また、

新病院の

事

整備に向けた検討を進

務

めていく。

事

合計 787,910 5

業

26,799

名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

市立病院経営統 市立病院設備等保 平成26年度に

※地域医療連携推進事業、救急医療推進事業及び市立病院経営強化推進事業は事業別の予算を編成しないことから、R６当初予算及びR７当初予算は非表示としている。

74410
鉛筆

74410
線

74410
線



実施 度

くり

○福祉に関する意

～

識を高め、地域福祉活

令

動につなげるため、福

和

祉教育の充実を進めま

0

す

○課題を抱える人や

9

、地域福祉の担い手が

年

気軽に立ち寄り、話し

度

合うことができ、誰も

）

が共に活躍できる多様

福

な居場所・拠

点づくり

計

祉

を進めます

○地域福祉

が

をコーディネートする

充

人材や、地域福祉を担

実

う人材の掘り起こしと

し

育成を進めます

施策の

、

方向性

安心

主な事務事業　　

し

　（単位:千円）

担当

て

課 事務事業名 事業内容

画

暮

R6当初予算 R7当初

ら

予算
事業期間

R8 R9

せる

地域福祉課 地域福祉

ま

推進事業 地域福祉計画

ち

(第3期)に基づき①

　

多文化・共 137,3

～

67 143,107 継

健

続 継続

生型の地域づく

康

り②包括的な相談支援

（

・

体制づ

くりを、地域福

福

祉の推進において中心

祉

的な役

割を果たす宝塚

～

市社会福祉協議会(社

3

協)との

連携・協働の

-

もと進める。社協の安

2

定的な事

業運営を支援

 

するため補助金を交付

地

し、地区

センターの運

域

営をはじめ各種の取組

令

福

を促進し

、住民主体の

祉

居場所づくりや福祉活動を広げ

るとともに、多機関協働体制の構築を進める

。市においても健康・生きがい就労トライア

ル事業を実施し、高齢者の社会参加・地域で

の役割づくりを後押しする。また、

和

地域福祉

計画（第3期）が令和7年度で終期を迎えるこ

とから、令和8年度を始期とする第4期の計画

を策定する。

地域福祉課 総合福祉センター 市民の福祉向上と地域福祉活動の推進のため 39,5

0

06 39,605 継続 継続

管理運営事業 、総合福祉センターを指定管理者制度によっ

て適切かつ合理的に運営する。

合計 176,873 182,712

7

施策 （1）多

年

文化・共生型の地域づ



実施 度

れるよう、普段からの

～

多様な主体による見守

令

り・支え

合いを促進し

和

ます

○社会制度の狭間

0

や、市民が抱える複合

9

的な生活課題に対応す

年

るため、総合相談支援

度

体制を構築・強化しま

）

す

施策の

方向性

計

主な事務事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

地域福祉課 民生児童委員活動 　民生委員推薦会を開催し委員委嘱の手続き 34

画

,159 34,904 継続 継続

事業 を行うこと、委員の欠員解消に取り組むこと

、児童の健全育成活動を推進するために、委

員に対し活動費の助成をすること、民生児童

委員に協力する民生児童協力委員の活動支援

等である

（

。民生委員・児童委員は、地域での

見守り等を通して、市民の福祉推進を図る活

動を行うなど欠かせない存在であるため、欠

員解消対策委員会の実施等、その解消に向け

た周知活動を今後も行う。

地

令

域福祉課 生活支援体制

施

整備 宝塚市社会福祉協

策

議会（社協）に委託し

（

、第 13,093 13

2

,903 継続 継続

事業

）

１層（全市域）に生活

包

支援コーディネーター

括

を２人配置。第２層（

的

７ブロック・日常生活

な

圏域）に配置されてい

和

相

る社協地区担当（コミ

談

ュニティワーカー）と

支

連携して、地域住民に

援

よる生活支援や支え合

体

いの仕組みづくりを進

制

める。また、生活支援

づ

ニーズの把握や調査を

く

行い、地域資源とのマ

り

ッチングを行う。

○

合計 47,25

0

災

2 48,807

害などの非常事態に

7

あっても共に助け合い

年

、誰もが安心を感じら



実施 度

きいきと暮らせる環境

～

づくり

○健康寿命の延

令

伸を目指し、健康づく

和

り・介護予防を推進し

0

ます

○社会参加や世代

9

間交流を通じて、生き

年

がいづくりを促進しま

度

す

○高齢者が抱える課

）

題や地域課題を共有し

福

、共に考え、身近な地

計

祉

域で支え合う仕組みづ

が

くりを推進します

施策

充

の

方向性

実し

主な事務事業　

、

　　（単位:千円）

担

安

当課 事務事業名 事業内

心

容 R6当初予算 R7当

し

初予算
事業期間

R8 R

て

9

画

暮

高齢福祉課 介護予

ら

防普及啓発 ①高齢者が

せ

健康でいきいきとした

る

生活を送る 8,665

ま

8,451 継続 継続

事

ち

業 ために、利用できる

　

サービス等についての

～

紹

介、介護予防に関す

健

る情報の提供を行うこ

康

と

を目的にいきいきガ

（

・

イドブックを作成する

福

。

②住民主体の「いき

祉

いき百歳体操」の立ち

～

上

げと継続への支援を

3

行うとともに、ウォー

-

キ

ングの普及啓発を行

3

う。

 

高齢福祉課 老人

高

福祉センター 高齢者福

齢

祉の向上を目的に設置

令

者

した老人福祉 109,

福

902 53,670 継

祉

続 継続

事業 センターにて、各種相談や健康の増進、教養

の向上、レクリエーションのための便宜等を

供与し、高齢者の健康や生きがいづくりの促

進を図る。

和

高齢福祉課 包括的支援事業 ７つの生活圏域ごとに設置した地域包括支援 274,489 275,740 継続 継続

センターに委託し、高齢者の総合相談・支援

等の４つの事業からなる包括的支援事業を実

施する。また、地域

0

包括ケアシステムの構築

・推進に向け、地域の実情に応じた地域づく

りにつながる取り組みを進める。

7

施策 （1）

年

高齢者が自分らしくい



地域支援事業のうち、一 808 674 継続 継続

事業 次予防事業として高齢者を対象に、介護予防

講演会の開催や高齢者が集う場所での介護予

防のための情報提供等を行い介護予防知識の

普及・啓発を図

主

る。一般高齢者を対象

な

として

、機能低下の予

事

防における知識や情報

務

を提供

し、自己の継続

事

的な取組みに繋がるよ

業

う支援

する。

　

合計 393,864

　

338,535

　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

健康推進課 介護予防普及啓発 介護保険法に基づく



実施 度

多様なニーズに対応し

～

た支援の充実を図りま

令

す

○認知症になっても

和

、住み慣れた地域で暮

0

らし続けられるよう、

9

認知症についての啓発

年

や、支援体制の整備に

度

取り組みます

○高齢者

）

が、医療や介護サービスを受けることとなっ

計

ても、望む場所で安心して暮らせるよう、医療・介護・福祉の連携を

強化します

施策の

方向性

主な事務事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予

画

算
事業期間

R8 R9

高齢福祉課 高齢者見守りネッ 急病等の緊急時に迅速かつ適切な対応を図る 8,347 8,046 継続 継続

トワーク事業 ため、65歳以上の独居高齢者又は発作性の高

い疾患等を有

（

する昼間独居高齢者及び見守り

の必要のある高齢者のみの世帯等へ緊急通報

装置を貸与する。利用にあたっては、緊急時

に備え利用者の合鍵を預かる福祉協力員を近

隣で２～３名指定する。

高齢福祉

令

課 成年後見制度利用 介

施

護保険サービス等を利

策

用し又は利用しよう 9

（

,794 7,888 継

2

続 継続

支援事業 とする

）

身寄りのない重度の認

望

知症高齢者等の

成年後

む

見制度利用支援（市長

場

申立・成年後見

人報酬

所

等の助成）と制度の普

和

で

及啓発を行う。

安

介護

心

保険課 介護予防・生活

し

支 高齢者が要介護状態

て

になることを予防し、

暮

可 946,196 96

ら

4,082 継続 継続

援

せ

サービス事業 能な限り

る

住み慣れた地域で自立

体

した日常生活

を送るこ

0

制

とができるよう、要支

づ

援者を対象と

した多様

く

なサービスを提供する

り

。また、令和

７年度か

○

ら、ヘルパー不足の解

介

消を目的とし

て、住民

護

主体による生活援助サ

サ

ービスである

訪問型サ

ー

ービスBを新設する。

ビ

7

スの整備や、介護する

年

家族の支援に向けて、



のみ世帯の増加、さらに 3,149 2,875 継続 継続

事業 今後、後期高齢者の急激な増加が予測される

中、多くの市民が望む、できるだけ住み慣れ

た地域で安心して自分らしい生活を続けられ

るよう

主

地域包括ケアシステム

な

の構築を推進す

る。

事

合計 967,

務

486 982,891

事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

高齢福祉課 地域包括ケア推進 独居高齢者や高齢者



実施 度

の

ことのできる地域社会

あ

を実現する。令

和5年

る

度から、支援が必要な

人

方がスムーズに

障害福

の

祉サービスを受けられ

自

る環境整備を図

るため

立

、新たに相談支援専門

に

員を雇用、配置

した事

向

業所への補助制度を導

け

入している。

～

た地域支援体制の整備

令

○障碍(がい)のある

和

人が地域で安心して暮

0

らすため、障害福祉サ

9

ービス等の提供体制を

年

整備します

○障碍(が

度

い)のある人の社会参

）

加の実現を目指します

福

○障碍(がい)のある

計

祉

人が安心して暮らせる

が

支援体制の充実を図り

充

ます

施策の

方向性

実し

主な事

、

務事業　　　（単位:

安

千円）

担当課 事務事業

心

名 事業内容 R6当初予

し

算 R7当初予算
事業期

て

間

R8 R9

画

暮

障碍（が

ら

い）福 障碍（がい）者

せ

福 障碍（がい）者福祉

る

に係る包括的な事業と

ま

し 8,680 15,3

ち

00 継続 継続

祉課 祉事

　

業 て、市所有障碍（が

～

い）者施設の修繕、障

健

碍

（がい）者団体の社

康

会参加促進事業の一部

（

・

助

成等を行うもの。現

福

行の宝塚市第5次障碍

祉

(が

い)者施策長期推

～

進計画及び宝塚市障害

3

福祉

計画(第7期計画

-

)・宝塚市障害児福祉

4

計画(第

3期計画)が

 

令和8年度をもって終

障

了するため

、令和7年

碍

度は審議会を開催し、

令

（

次期計画の

策定に取り

が

組む。また、令和7年

い

度から、在

宅で人工呼

）

吸器を常時使用する障

者

碍(がい)の

ある方が

福

、災害等の停電時も在

祉

宅で安心して

日常生活を継続できるよう非常用電源購入に

係る費用を助成する。

 

和

障碍（がい）福 地域生活支援事業 全国で同一サービス・料金により設計された 426,738 438,992 継続 継続

祉課 制度とは異なり、地域の実情に応じて、実施

主体である市が相談支援事業や意思疎

0

通支援

事業等を行い、障碍（がい）者が自立した日

常生活及び社会生活を営むことできるよう支

援し、安心して暮らすことのできる地域社会

を実現する。現在、直営で運営している基幹

相談支援センターについて、令和7年

7

度から

民間事業者の職員が基幹相談支援センターの

職員として出向し、官民合同による事業運営

に取り組む。

障碍（がい）福 自立支援事業 障害者総合支援法に基づき、障碍（が

施

い）程 5,687,0

年

策

65 6,367,95

（

1 継続 継続

祉課 度、介

1

護者、居住等の状況を

）

踏まえ障害福祉

サービ

障

ス等を提供し、障碍（

碍

がい）者及び障

碍（が

（

い）児が自立した日常

が

生活及び社会生

活を営

い

むことができるよう支

）

援し、安心して

暮らす



体障碍（がい）者に対し障害 237,172 237,172 継続 継続

祉課 者支援センター管 者総合支援法に基づく生活介護事業を実施し

理運営事業 、入浴の介護、食事の提供、創作的活動、機

能訓練等

主

の支援を行う。

 

な

障

事

碍（がい）福 地域活動

務

支援セン 地域活動支援

事

センターに対し運営補

業

助を行い 71,870

　

57,105 継続 継続

　

祉課 ター事業 、在宅の

　

障碍（がい）者の創作

（

的活動や生産

活動の機

単

会を提供、社会との交

位

流促進等の便

宜を供与

:

し障碍（がい）者の地

千

域生活支援を

促進する

円

。

合計 6,

）

431,525 7,1

担

16,520

当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

障碍（がい）福 身体障碍（がい） 在宅の重度の身



実施 度

障碍(がい)者虐待の

～

防止に取り組みます

○

令

成年後見制度の活用を

和

推進します

施策の

方向

0

性

9年

主な事務事業　　　（

度

単位:千円）

担当課 事

）

務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算

計

事業期間

R8 R9

障碍（がい）福 権利擁護支援事業 高齢者及び障碍（がい）者の権利を尊重し、 30,672 32,747 継続 継続

祉課 かつ擁護し地域社会でその人らしく安心して

暮らせるよう高齢

画

者及び障碍（がい）者の権

利擁護に関する総合的な相談支援等を行う。

障碍（がい）者差別については、調整委員会

において紛争の解決を図り、支援地域協議会

では障碍（がい）者差別解消に向けた取組を

円滑かつ効果的に

（

実施する。

合計 30,672 32,747

令

施策 （2）障碍（が

和

い）のある人の権利擁

0

護の推進

○障碍(がい

7

)を理由とした差別の

年

解消に取り組みます

○



実施 度

碍(がい)のある子ど

～

もの地域生活を支える

令

取組を推進します

○障

和

碍(がい)のある子ど

0

もの療育に応じた障害

9

児通所支援等の提供体

年

制を整備します

施策の

度

方向性

）

主な事務事業　　

計

　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

子ども発達支援 子ども発達支援セ 福祉型児童発達支援センターとして、身体及 75,990 69,547 継続

画

継続

センター ンター事業 び知的発達に障碍のある就学前の児童を対象

に、通所で日常生活における基本的な動作の

指導、知識技能の習得、集団生活などにかか

る支援を行う。

子ども発達支援 障害児相

（

談支援事 障碍児が障害児通所支援などのサービスを受 19,151 20,233 継続 継続

センター 業 ける際、相談支援専門員が児童の様子や家族

の状況について面談を行い、心身の状況や置

かれている環境等に応じたサービ

令

ス利用計画

案を作成す

施

る。また、サービスの

策

利用開始後

一定の期間

（

をおいて、適切なサー

3

ビスが受け

られている

）

かどうかのモニタリン

障

グを行う。

碍

子ども発

（

達支援 子ども発達支援

が

セ 子ども発達支援セン

和

い

ター診療所において、

）

18 9,985 10,

の

437 継続 継続

センタ

あ

ー ンター診療所事業 歳

る

未満の障碍児に対する

子

診療（診察、障害児

リ

ど

ハビリテーション（理

も

学療法、作業療法、

言

の

語聴覚療法））を実施

成

する。

0

長を支える取組

○乳幼

7

児期からの療育・発達

年

支援を推進します

○障



づき、障害児通所支援を一元 1,930,809 2,020,000 継続 継続

祉課 業 的に提供し、障碍（がい）児が安定した日常

生活及び社会生活を営むことができるよう支

援し、障碍（がい）児が安

主

心して暮らすこと

ので

な

きる地域社会を実現す

事

る。

合計 2

務

,035,935 2,

事

120,217

業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

障碍（がい）福 障害児通所給付事 児童福祉法に基



実施 度

心に就労や就労定着の

～

支援に取り組みます

○

令

障碍(がい)者就労支

和

援施設等利用者の工賃

0

向上のための取組を推

9

進します

○ハード・ソ

年

フト両面での生活環境

度

の整備に取り組みます

）

施策の

方向性

計

主な事務事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

障碍（がい）福 障碍（がい）者生 障碍（がい）者福祉に係る障碍（がい）者個 8

画

3,642 80,851 継続 継続

祉課 活支援事業 人の生活支援事業として、施設通所費用の一

部助成、タクシー料金等助成、グループホー

ム家賃助成、住宅改造資金助成などを行うも

ので、一部の事業については県補助金を

（

活用

しながら実施している。

障碍（がい）福 障碍（がい）者就 就労の困難な障碍（がい）者の就業促進のた 38,285 28,788 継続 継続

祉課 労支援事業 め身体、知的、精神のいずれかの枠に拘

令

らな

い障碍（がい）者

施

の就労促進施策を行う

策

。ま

た、共同受注窓口

（

へ運営補助金を交付し

4

、障

害者就労施設利用

）

者の工賃の向上を図る

障

。

碍

障碍（がい）福 障

（

碍（がい）・障 障碍（

が

がい）や障碍（がい）

和

い

者に対する市民 285

）

663 継続 継続

祉課 碍

の

（がい）者理解 の関心

あ

及び理解を深めるため

る

啓発活動を行う

市民啓

人

発事業 。手話は言語で

の

あるという理念のもと

就

、きこ

える人ときこえ

労

ない・きこえにくい人

支

がとも

に暮らす共生社

0

援

会の実現に向けて、9

や

月23日

の「手話言語

生

の国際デー」にブルー

活

のシンボ

ルカラーで公

支

共施設などのライトア

援

ップを行

う。

の

合計 122,212

推

110,302

進

○

7

障碍(がい)者就業・

年

生活支援センターを中



実施 度

日常的・社会的な自立

～

の促進

○生活保護法や

令

生活困窮者自立支援法

和

に基づき適切な支援が

0

確実に行えるよう関係

9

機関が連携し、相談支

年

援体制の充実を図

りま

度

す

○個別の状況に応じ

）

た支援プランをもとに

福

自立に向けた支援を行

計

祉

います

○ハローワーク

が

などとの連携による就

充

労支援の充実を図り、

実

生活困窮者等の経済的

し

自立を支援します

施策

、

の

方向性

安心

主な事務事業　

し

　　（単位:千円）

担

て

当課 事務事業名 事業内

画

暮

容 R6当初予算 R7当

ら

初予算
事業期間

R8 R

せ

9

る

生活援護課 中国残

ま

留邦人等支 中国残留邦

ち

人等の円滑な帰国の促

　

進並びに永 3,593

～

3,752 継続 継続

援

健

事業 住帰国した中国残

康

留邦人等及び特定配偶

（

・

者の

自立の支援に関す

福

る法律に基づき、地域

祉

にお

いて安心した暮ら

～

しを実現するための支

3

援と

して、ボランティ

-

ア教室への助成、日本

5

語学

習者への交通費、

 

教材費の支給や助言、

社

指導

等を行うための支

会

援・相談員や自立支援

令

保

通訳

派遣等を実施して

障

いる。

せいかつ支援課 生活困窮者自立支 生活困窮者自立支援法に基づき生活困窮者自 43,354 49,587 継続 継続

援事業 立相談支援事業・就労準備支援事業等を実施

して

和

、複合的な課題を抱え制度狭間に置かれ

た生活困窮者に対する包括的・総合的な支援

を行い、困窮状態から早期に脱却し自立でき

るよう支援する。

令和7年度から、居住支援体制の充実並びに

生活困窮者の家計改善を図るた

0

め、せいかつ

応援センターに住まい相談兼家計改善支援員

1名を配置し、相談業務を拡充するとともに

、新たに住居確保給付金（転居費用補助）の

支給を開始する。

生活援護課 生活保護受給者等 生活

7

保護法に基づき、被保護者の自立を促進 3,224 3,338 継続 継続

就労支援事業 する

施

ために就労支援員を中

策

心とした就労支援

や就

（

労体験等を通じた訓練

1

等を実施している

。

）生

年

活困窮者等の経済的・



、レセプト点検や収入調 32,479 35,864 継続 継続

推進事業 査など生活保護行政を適正に実施するための

調査等を実施している。

生活援護課 生活保護事業 生活保護法に

主

基づき、その困窮の程

な

度に応じ 4,607,

事

425 4,696,7

務

34 継続 継続

必要な保

事

護を行い、その最低限

業

度の生活を保

障する。

　

合計 4,6

　

90,075 4,78

　

9,275

（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

生活援護課 生活保護適正実施 生活保護法に基づき



実施 度

化に努めるなど国民健

～

康保険制度を健全に運

令

営します

○医療費負担

和

を軽減し、安心して医

0

療を受けることができ

9

るよう福祉医療費助成

年

制度を適切に運営しま

度

す

○高齢化の進行に伴

）

う被保険者数の増加を踏まえながら、後期高

計

齢者医療制度を適切に運営します

施策の

方向性

主な事務事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

国

画

民健康保険課 徴収事業 国民健康保険税の徴収業務（納税相談、滞納 36,412 50,781 継続 継続

処分、督促状発送、納税案内センター等）、

及び国民健康保険税の収納管理業務（口座振

替、コンビニ収納、クレジット

（

カード納付等

）を行う。

医療助成課 乳幼児等医療費助 宝塚市福祉医療費の助成に関する条例に基づ 1,131,328 1,093,344 継続 継続

成事業 く事業で、県補助対象事業である。対象者は

令

0～18歳（18歳に

施

達する日以後の最初の

策

3月31

日）までの乳

（

幼児等で、保護者等の

2

所得制限

なし（高校生

）

等は入院のみ助成対象

健

）。受給

者の保険診療

や

の自己負担額を助成す

か

る。

な

医療助成課 徴収

和

暮

事業 後期高齢者医療制

ら

度の安定した運営のた

し

め、 28,180 43

を

,930 継続 継続

兵庫

支

県後期高齢者医療広域

え

連合が決定する保

険料

る

額に基づいて、後期高

医

齢者医療被保険者

から

療

の保険料徴収事務を行

保

う。

0

険制度等の適切な運営

7

○国民健康保険税収入

年

の確保や医療費の適正



被保険者のうち、40歳か 167,713 166,662 継続 継続

業 ら74歳（75歳の誕生日前日まで）の者を対象

に、内臓脂肪型肥満（メタボリックシンドロ

ーム）に着目した生活習慣病予防のた

主

めの健

康診査を実施す

な

る。

事

国民健康保険課

務

保健事業 国民健康保険

事

法第82条を根拠に、

業

市国民健康 20,74

　

5 22,882 継続 継

　

続

保険条例第8条に基

　

づき被保険者の傷病の

（

発

生を未然に防止、あ

単

るいは早期発見により

位

重

症化・長期化を防ぎ

:

、健康の保持増進を図

千

る

ことを目的とし、デ

円

ータヘルス計画に基づ

）

き

実施する保健事業を

担

実施する。

当

合計 1,384,37

課

8 1,377,599

事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

健康推進課 特定健康診査等事 宝塚市国民健康保険



実施 度

家庭への支援

○子ども

～

の人権擁護を推進しま

令

す

○すべての子どもと

和

家庭に対する妊娠期か

0

らの切れ目のない子育

9

て支援に取り組みます

年

○様々な困難などで配

度

慮が必要な子どもと家

）

庭への支援の充実を図

子

ります

○子どもの貧困

計

ど

の連鎖を防止するため

も

、教育、生活、就労な

の

どにおいて地域との連

生

携を含め、子どもや家

き

庭への支援に取り

組み

る

ます

施策の

方向性

力が

主な事

育

務事業　　　（単位:

つ

千円）

担当課 事務事業

画

ま

名 事業内容 R6当初予

ち

算 R7当初予算
事業期

　

間

R8 R9

～

子ども家

子

庭支援 ファミリーサポ

ど

ー 地域において育児の

も

援助を行いたい者（提

・

供 10,943 10,

教

797 継続 継続

センタ

育

ー トセンター事業 会員

（

～

）と育児の援助を受け

4

たい者（依頼会員

）を

-

会員として組織化し、

1

会員の相互の育児

に関

 

する援助活動に関する

児

事務を行うファミ

リー

童

・サポート・センター

福

事業を実施するこ

とに

祉

より、仕事と育児を両

・

立し安心して働く

こと

令

青

ができるとともに、地

少

域の子育て支援の

環境

年

を整備する。

育

子ども

成

家庭支援 子ども家庭支援セ 宝塚市こども計画に基づき、地域において子 5,599 4,462 継続 継続

センター ンター事業 育て親子の

和

交流、子育てに関する相談・援助

等を促進する子育て支援拠点の設置を推進す

ることにより、地域の子育て支援機能の充実

を図り、子育ての負担感等を緩和し、子ども

の健やかな育ちを促進する。

子

0

育て応援課 母子等福祉総務事 ひとり親家庭の就労を支援するため、教育訓 15,378 12,983 継続 継続

業 練講座の受講費用の補助（自立支援教育訓練

給付金）や、生活の安定に資する高度な資格

取得を支援するため、

7

一定期間生活費の補助

（高等職業訓練促進給付金）を行う。

施策 （

年

1）すべての子どもと



たからっ子「育み」プラン 11,300 11,542 継続 継続

動計画等推進事業 に基づき、子ども施策を総合的に推進する。

そのほか、令和６年度から継続して、市公式

SNSを活用した「子育て支援

主

活動紹介事業」

を実施

な

する。

事

子育て応援課

務

ひとり親家庭生活 児童

事

扶養手当を受給してい

業

る家庭に属する中 18

　

,122 18,122

　

継続 継続

学習支援事業

　

学2、3年生を対象に

（

、高校進学支援を目的

単

と

して、年間を通じた

位

通塾による学習支援を

:

行

い、生徒個々の学習

千

課題を明確にし、一人

円

ひ

とりにあった学習計

）

画を立て、学習の習慣

担

化

を進める。また、併

当

せて生徒が将来に目標

課

や

希望をもてるように

事

生徒の生活を支援する

務

。

事

子ども政策課 子ど

業

もの権利サポ 子どもの

名

権利を不断に擁護し、

事

子どもの最善 5,90

業

0 4,574 継続 継続

内

ート委員会事業 の利益

容

を具体的に実現してい

R

くため、市長の

附属機

6

関として子どもの権利

当

サポート委員会

を設置

初

する。当委員会では、

予

子どもの権利に

関する

算

相談を受け、その救済

R

を図るために調

整・調

7

査活動を通じ、必要に

当

応じて市の機関

・民間

初

子ども施設及び市民等

予

に対して是正勧

告・改

算

善要望や意見表明を行

事

う。

業

家庭児童相談課

期

児童虐待防止施策 「要

間

保護児童対策地域協議

R

会」を軸に、児童 10

8

,916 6,292 継

R

続 継続

推進事業 相談所

9

や警察、学校、幼稚園、保育所などの

庁内外関係機関との連携の下、子どもや家庭

の置かれている状況や課題を確認し、迅速か

つ適切な支援を行うなど、児童虐待の早期発

見、早期対応、再発防止等の取り組みを行う

。

 

子ども政策課 次世代育成支援行 宝塚市こども計画



える子どもや家庭からの相談 7,644 7,302 継続 継続

課 業 を受け、切れ目のない支援につなげるため、

総合相談を実施する。また、子どもの発達の

特性に合わせた専門相談に対応する医師・OT

主

・STをスポットで配

な

置し、見過ごされやす

事

い

発達の特性を持つ子

務

どもを支援につなげて

事

い

く発達相談を実施す

業

る。

合計 8

　

5,802 76,07

　

4

　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

子ども総合相談 子ども総合相談事 様々な困難を抱



実施 度

育事業などの多様な保

～

育施策に取り組みます

令

○放課後の健全育成の

和

場の確保に向け、放課

0

後児童対策に取り組み

9

ます

施策の

方向性

年度

主な事

）

務事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業

計

名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

アフタースクー 地域児童育成会事 市内23の小学校で、下校後の時間帯に保護者 351,390 416,549 継続 継続

ル課 業 が勤務等により

画

家庭にいない児童を対象に、

家庭機能の補充を兼ねた生活指導を行い、当

該児童の健全育成を図る「地域児童育成会」

を運営する。

また、待機児童対策として、待機児童が多い

一部の小学校区に夏季休業期間中の臨時地域

児

（

童育成会を開設する。

なお、保護者のニーズに合わせ、夏季休業期

間中の受け入れ時間の前倒しについても取り

組む。

保育企画課 市立保育所保育実 市立保育所7ヶ所に入所した児童に保育を実 523

令

,833 540,74

施

9 継続 継続

施事業 施す

策

るために必要な経費及

（

び管理運営に要す

る経

2

費を支出する。保護者

）

との連携を図りな

がら

子

、延長保育、特別支援

育

保育、子育て支援

事業

て

等を実施するとともに

と

、適宜職員研修も

実施

和

仕

する。

事

保育企画課 病

の

児保育事業 「病気の回

両

復期に至らない」家庭

立

や集団での 33,20

支

3 35,469 継続 継

援

続

保育が困難な乳幼児

○

を、一時的に保育や看

待

護

をすることにより、

機

子育てと就労の両立支

0

児

援

を行うとともに、乳

童

幼児の健全な育成を図

解

る

。

消のための施策

7

を進めるとともに、一

年

時預かり事業や病児保



法の規定に基づき、「市 4,856,260 5,245,563 継続 継続

町村が施設型給付費の支給に係る施設として

確認」した就学前児童に対する教育・保育を

行う施設に対して、法定の給付として

主

施設型

給付費を支給す

な

る。

R7当初予算のう

事

ち、拡充分（認可保育

務

所新規

開設）105,

事

454千円

業

保育事業

　

課 指定保育所助成金 保

　

育の必要な児童が指定

　

保育所に入所する場 1

（

32,083 124,

単

721 継続 継続

合、当

位

該保育所に入所する児

:

童の保育経費の

一部を

千

助成し、保護者の負担

円

軽減と保育所の

円滑な

）

運営を図る。

担

アフタ

当

ースクー 民間放課後児

課

童ク 各小学校区におけ

事

る放課後児童クラブ（

務

地域 258,090 2

事

83,067 継続 継続

業

ル課 ラブ運営支援事業

名

児童育成会、民間放課

事

後児童クラブ）の待機

業

児童を解消するため、

内

民間放課後児童クラブ

容

の新規開設や運営に係

R

る経費を助成する。

6当

保育事業課 私立保育所

初

助成金 公私立保育所間

予

の格差の是正を図ると

算

ともに 892,580

R

919,178 継続 継

7

続

、延長保育等の特別

当

保育事業に要する経費

初

及

び保育士確保に係る

予

費用等を助成すること

算

に

より、入所児童の健

事

全な育成及び私立保育

業

所

の円滑な運営を図る

期

。

R7当初予算のうち

間

、拡充分（認可保育所

R

新規

開設）27,02

8

6千円

R9

保育事業課 施設型等給付事業 子ども・子育て支援



朽化に伴い改修を行うた 90,759 75,312 当該年度 -

業_建物保全 め、令和６年度から令和８年度にかけて大規 中に終了

模改修工事を実施する。 予定

また、市立めふ保育所のプールを老朽化に

主

伴

い、更新工事を実施

な

する。

合計

事

7,138,198 7

務

,640,608

事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

保育企画課 市立保育所整備事 市立米谷保育所の老



実施 度

安心の確保に取り組み

～

ます

施策の

方向性

令和

主な事

0

務事業　　　（単位:

9

千円）

担当課 事務事業

年

名 事業内容 R6当初予

度

算 R7当初予算
事業期

）

間

R8 R9

青少年セ

計

ンター 青少年補導事業 青少年の健全育成・非行防止を目指し、関係 6,842 5,992 継続 継続

機関等と連携し、各種活動を行う。

・青少年補導委員による街頭補導

　（広域合同補導他）

・青少年センター職員による街頭

画

補導

・アトム１１０番連絡所事業

・防犯パトロール

青少年センター 青少年センター運 青少年センターの管理運営全般に関する事業 1,681 1,830 継続 継続

営事業 を行う。

・青少年センター運営

（

協議会

・近畿、県青少年補導センター連絡会議及び

研修会への出席

・センター機関紙「わかば」の隔月１回発行

・青少年センター公用車（２台）の車両リー

ス代、及び青パト乗用車定期検査・修理費等

令

青少年センター 青少

施

年相談事業 青少年や保

策

護者の悩みについて相

（

談に応じ助 157 79

3

継続 継続

言を行うとと

）

もに、関係機関との連

安

携による

継続指導を行

全

う。

・ケース会議等

・

・

子どもの心を理解する

安

講座

合計 8

和

心

,680 7,901

の子育て環境づくり

0

○子育てしやすい生活

7

環境づくりに取り組み

年

ます

○子どもの安全・



実施 度

上を図ります

○子ども

～

の居場所の更なる充実

令

を図ります

○子どもの

和

意見を生かす子ども参

0

加型のまちづくりに取

9

り組みます

○青少年の

年

孤立を防ぎ、自立と就

度

労を支援します

施策の

）

方向性

計

主な事務事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

子ども政策課 子ども議会事業 子ども条例に基づき、子どもが社会の一員で 471 446

画

継続 継続

あることを認識し、市政等について意見を表

明する機会を提供するとともに、子どもの意

見を聴き、市政等に反映させることを目的に

実施する。将来の宝塚市を担う小学生、中学

生、高校生等が、子どもの立場から

（

まとめた

質問や提案を議場で発表し、市長・教育長が

答弁を行う。

アフタースクー 青少年育成事業 市内中学校区ごとに市民に対する青少年健全 1,890 1,040 - -

ル課 育成に関する啓発活動や

令

青少年育成活動に地

域

施

ぐるみで取り組む「中

策

学校区青少年育成市

民

（

会議」を組織し、青少

4

年育成活動を委託し

て

）

実施する。

ただし、地

家

域による青少年の健全

庭

育成に資す

る取り組み

や

が様々な形で行われて

地

いることか

ら、本事業

和

域

については令和7年度

の

末をもって

終了するこ

子

ととする。

育

子ども家

て

庭支援 家庭教育推進事

力

業 少子化、核家族化、

の

高齢化など急激な社会

向

の 829 627 継続 継

上

続

センター 変化ととも

と

に、地域や家庭の教育

0

子

力が低下し

、様々な問

ど

題が生じている。そこ

も

で、市はも

とより身近

の

な地域の児童館等を利

社

用して学習

機会の提供

会

を行う。

参加の促

7

進

○家庭や地域の子育

年

て力・教育力の維持向



画及び宝塚市次世代育成支 188,478 178,309 継続 継続

センター 援行動計画に基づき整備した地域児童館（子

ども館）及び大型児童センターについて、公

立児童館は指定管理者に運営を委託

主

し、民立

児童館は設置

な

運営法人に人件費相当

事

額の補助

による運営の

務

安定を図る。また、先

事

駆的に設

置された平井

業

財産区の児童館につい

　

ても、人

件費の一部を

　

助成し運営の安定を図

　

る。

合計 1

（

91,668 180,

単

422

位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

子ども家庭支援 児童館運営事業 宝塚市児童育成計



実施 度

子ども一人ひとりが大

～

切にされ、共に育つ教

令

育を進めます

○学ぶ意

和

欲を高め、確かな学力

0

の定着を図ります

○心

9

身ともに健やかな子ど

年

もを育てます

○命の大

度

切さや多様性について

）

理解し、思いやりの心

子

を持つ子どもを育てま

計

ど

す

○時代に対応できる

も

子どもを育てます

施策

の

の ○ことばを大切にし

生

、感性豊かな子どもを

き

育てます

方向性

る力

主な事務

が

事業　　　（単位:千

育

円）

担当課 事務事業名

つ

事業内容 R6当初予算

画

ま

R7当初予算
事業期間

ち

R8 R9

　

幼児教育セ

～

ンタ 保幼小中連携教育

子

各中学校区ごとに保幼

ど

小中の教職員が目指す

も

1,717 185 継続

・

継続

ー 推進事業 子ども

教

像を共有化し、子ども

育

の発達の連続性

を重視

（

～

した、切れ目のない一

4

貫した教育を行

う。

-2

教育研究課 学力向上推

 

進事業 授業支援（理科

学

）を目的とした「サイ

校

エンス 6,521 12

教

,445 継続 継続

サポ

育

ーター」を全小学校に、「スクールサポ

ータ

令

ー」を全小中学校に配置することや、放

課後等に学習習慣の確立や基礎学力の向上を

目指す「たからづか寺子屋教室」を実施する

。

 

外国語活動を推進するため外国語学習指導助

手「ALT」の派遣や外国との交流及び英語

和

祭

を開催する。

 

専門家による自己表現力向上のためのワーク

ショップを全小学校の5年生または6年生と特

別支援学校の児童生徒を対象に開催する。

学校教育課 人権教育推進事業 全市民を対象に、

0

同和問題をはじめとする様 11,657 11,180 継続 継続

々な差別意識の解消に向け、「人権講座Ⅰ・

Ⅱ」や「子ども人権ミュージカル」等を通し

て、人権意識の高揚を図るとともに、人権教

育、啓発の推進を行う。

 

7

人権文化センター等の

施

施設を活用し、身近な

策

生活の中の多様な人権

（

課題について体験を通

1

して学習し、課題解決

）

のための力を養う講座

子

を実施する。

どもの

年

「生きる力」の育成

○



国学力・学習状況調 3,302 3,302 - -

査」を実施し、その結果を各校より児童生徒

に配布する。その後、教育委員会で「結果概

要」を発行し、今後の教育の参考とする。

また、中学２年生対象

主

に学習理解度調査を行

な

う。

事

学校教育課 特別

務

支援教育推進 個々のニ

事

ーズに応じた環境整備

業

及び、介助員 21,0

　

22 18,960 継続

　

継続

事業 、看護師、学

　

習支援員等の人的配置

（

を行う。

また、巡回相

単

談や研修会を通じて支

位

援者の資

質向上を図る

:

。「なかよし運動会」

千

「ふれあ

い作品展」を

円

実施し、児童・生徒・

）

保護者の

交流や啓発を

担

行う。

当

学校教育課 部

課

活動推進事業 運動部・

事

文化部の各種大会参加

務

費や交通費の 14,3

事

50 13,898 継続

業

継続

補助、外部指導者

名

や講師の派遣、吹奏楽

事

部の

コンサートの会場

業

使用料・楽器運搬費な

内

どの

補助、吹奏楽部の

容

楽器購入の支援をする

R

。

部活動地域移行に係

6

る協議会の委員謝礼や

当

指

導者謝礼を補助し、

初

スポーツ安全保険加入

予

費

用を支援する。

算

学

R

校教育課 図書活動推進

7

事業 市内小学校２３校

当

、中学校１２校に週４

初

日程 65,654 63

予

,144 継続 継続

度。

算

一日あたり４時間を原

事

則として司書を配

置し

業

、市教育委員会や学校

期

と連携しながら、

児童

間

生徒の読書活動のサポ

R

ートや学校図書館

の環

8

境整備、専門的知識を

R

生かした活動を行

う。

9

市内在住在学中学生対象にした「ＷＥＢ俳句

」、市内在住在学小・中学生を対象にした「

ライブ句会」の２種類を実施する。

教育研究課 学力調査事業 毎年、文部科学省が「全



上の諸問題や心理的 25,117 21,195 継続 継続

な問題に対応するため、保護者、子どもを対

象に相談活動やプレイセラピーを行う。

 

不登校の子どもの居場所として、教育支援セ

ンターを運営

主

する。

な

教育支援課 子

事

ども支援事業 1人ひと

務

りの子どもが豊かで自

事

分らしく輝き 78,4

業

06 72,308 継続

　

継続

安定して学校生活

　

を送れるため、心理発

　

達面

や学習面に対し子

（

ども支援サポーターや

単

学び

のパートナーなど

位

による適切な支援を行

:

う。

 

R6より別室を

千

小学校にも拡充し、学

円

校内の安

心できる居場

）

所の設置に向けた支援

担

に取り組

む。

 

中学２

当

年生および小学５年生

課

にアンケート（

ASS

事

ESS、B-SAFE

務

）を実施することで学

事

校適応

感やいじめの実

業

態把握をおこない、学

名

校が子

どもにとって安

事

心して学べる環境とな

業

るよう

にする。

内

合計 227,74

容

6 216,617

R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

教育支援課 教育相談事業 適応や発達面などの教育



実施 度

を図ります

○学校教育

～

を担う人材の育成に努

令

めます

○安全・安心な

和

学校園の整備を進めま

0

す

○非常時を含め時代

9

に応じた教育環境の整

年

備に努めます

施策の

方

度

向性

）

主な事務事業　　　

計

（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

幼児教育センタ 学校教育推進事業 本市の幼児教育を推進するにあたり、教育・ 5,874 5,387 継続 継続

ー

画

保育アドバイザーが就学前施設を訪問し、助

言・アドバイスを行う。

教育研究課 スクールネット活 学校園におけるネットワーク環境とICT機器 563,148 576,497 継続 継続

用事業 を整備

（

するとともに、教職員のICT活用スキ

ル向上を図る。

教育企画課 教育総務事業 教育委員会の円滑な運営のための事務を行う 13,091 16,079 継続 継続

。

令和３年度に策定した第２次宝塚市

令

教育振興

基本計画が令

施

和７年度で５年を迎え

策

ることか

ら、内容の一

（

部見直しを実施し、令

2

和８年度

以降に取り組

）

む後期計画を策定する

学

。

校園、

和

教職員の教育力の向上

0

○いじめや体罰、ハラ

7

スメントを根絶します

年

○学校園の組織の充実



象とした各種研修・研 11,540 10,581 継続 継続

究・講座、及び保護者や市民も参加できる研

究発表大会等を実施する。

職員課 教職員総務事業 市立学校に勤務している

主

市職員と県費負担教 6

な

69,113 650,

事

785 継続 継続

職員、

務

教育委員会事務局や幼

事

稚園に勤務する

市職員

業

の人事管理全般を行う

　

。

　

学校教育課 生徒指

　

導支援事業 児童生徒の

（

非行防止や問題行動等

単

への迅速か 9,204

位

12,550 継続 継続

:

つ的確な対応・事後指

千

導にあたる教師の生徒

円

指導活動やいじめ問題

）

への対応を支援するた

担

め、必要に応じて指導

当

主事を派遣し、スクー

課

ルロイヤーなど専門家

事

や関係機関と連携する

務

など課題解決に努める

事

。

業

施設課 小学校施設

名

整備事 空調設備のない

事

小学校の屋内運動場の

業

学校教 410,085

内

1,060,412 継

容

続 継続

業 育及び避難所

R

施設としての環境改善

6

を図るた

め、令和７年

当

度までに空調設備を整

初

備し、整

備完了後は、

予

令和22年度まで維持

算

管理を実施

する。

R7当初予算
事業期間

R8 R9

教育研究課 研究・研修事業 管理職や現職教員を対



屋内運動場の学校教 124,843 662,694 継続 継続

業 育及び避難所施設としての環境改善を図るた

め、令和７年度までに空調設備を整備し、整

備完了後は、令和22年度まで維持管理を実施

す

主

る。

合計 1

な

,806,898 2,

事

994,985

務事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

施設課 中学校施設整備事 空調設備のない中学校の



実施 度～

主な事

令

務事業　　　（単位:

和

千円）

担当課 事務事業

0

名 事業内容 R6当初予

9

算 R7当初予算
事業期

年

間

R8 R9

度

社会教育

）

課 学校支援地域本部 教員が子どもと向き合う

計

時間を拡充するとと 1,280 2,650 継続 継続

事業 もに、地縁的なつながりの希薄化などによる

低下が指摘される「地域の教育力」を活性化

するため、地域全体で学校教育を支援する体

制づくりを整備する。令和7年度

画

より幼稚園

に係るボランティアも対象としており、事業

が拡充する。

学校教育課 トライやる・ウィ 【特別支援学校分】学習の場を特別支援学校 150 151 継続 継続

ーク推進事業 から地域社会へと移

（

し、学校・家庭・地域社

会連携のもとに、体験を通して子どもたちが

自ら体得する場や機械を提供し、生きる力の

育成を図る。

学校教育課 トライやる・ウィ 【中学校分】学習の場を中学校から地域社

令

会 8,909 8,27

施

6 継続 継続

ーク推進事

策

業 へと移し、学校・家

（

庭・地域社会連携のも

3

と

に、体験を通して子

）

どもたちが自ら体得す

市

る

場や機械を提供し、

民

生きる力の育成を図る

全

。

体

和

による子どもの支援

○

0

家庭・地域と連携し、

7

子どもの発達を支援し

年

ます

施策の

方向性



とふれあい、生命に対す 53,903 51,038 継続 継続

業 る畏敬の念、感動する心、社会性を育む。

環境体験（対象：小学３年生）では、学校近

隣の自然に触れ、地域の人々の協力を得て、

五感を

主

使って命の営みや大切

な

さを学ぶ。

また、自然

事

学校（対象：小学５年

務

生）では、

４泊５日の

事

宿泊体験を通して、豊

業

かな感性や

社会性を育

　

む。

　

学校教育課 地域

　

学校連携協働 学校運営

（

協議会を置くコミュニ

単

ティ・スクー 7,77

位

1 4,953 継続 継続

:

推進事業 ルにより、学

千

校運営や学校の課題に

円

対して、

広く保護者や

）

地域住民等に参画して

担

いただき

、子どもの教

当

育に対する課題や目標

課

を共有し

、学校を支援

事

する取組を充実させる

務

。

 

「みんなの先生」

事

として地域の人材を活

業

用し

たり、専門性の高

名

い郷土出身者を「ふる

事

さと

の先輩」として招

業

聘するなど、様々な場

内

面で

の体験学習を行う

容

。

 

 

合計

R

72,013 67,0

6

68

当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

学校教育課 小学校体験活動事 人や自然、地域社会



実施 度

環境の充実

○学びをま

～

ちづくりに生かします

令

○魅力ある図書館づく

和

りを進めます

○ふるさ

0

と宝塚の文化遺産を守

9

り、活用します

施策の

年

方向性

度）

主な事務事業　　

子

　（単位:千円）

担当

計

ど

課 事務事業名 事業内容

も

R6当初予算 R7当初

の

予算
事業期間

R8 R9

生き

中央図書館 中央図書

る

館管理運 魅力ある図書

力

館づくりを推進し、公

が

立図書館 95,773

育

91,186 継続 継続

つ

営事業 として読書環境

画

ま

を充実し、生涯学習の

ち

拠点と

して、市民の心

　

豊かな生活の実現に寄

～

与する

。

令和７年度に

子

山本南分室の書架を配

ど

置変更し

て、分室のス

も

ペースを拡大し蔵書冊

・

数を増や

す。また、東

教

公民館のロビーなどの

育

空きスペ

ースを活用し

（

～

、貸出した本の閲覧場

4

所を拡大

する。

-

西図

3

書館 西図書館管理運営

 

全市民を対象とした図

社

書館運営を行う必須の

会

37,734 37,7

教

41 継続 継続

事業 事業

育

であり、魅力ある図書館づくりを推進し

、公

令

共図書館として役割を果たすよう、幅広

く資料を収集・整理・保存し、多種多様な市

民の要求に応え、生涯学習を支援する図書館

づくりに努める。

 

社会教育課 公民館管理運営事 公民館（中央・東・

和

西公民館）については、 220,534 217,191 継続 継続

業 指定管理者が管理運営を行う。市民の学習ニ

ーズは多様化・高度化しており、新しい知識

や技術の習得できる学習機会の充実が求めら

れている。指定管理者

0

と連携し、市民の生活

文化の振興、社会福祉の増進に寄与できる学

習環境を整備し、社会教育の推進を図る。

7

施策 （1）生涯を通

年

じて学ぶことのできる



ついて、文化財審議会 8,685 11,770 継続 継続

に諮り指定などを行い文化財の保護継承及び

活用を図る。文化財の保護活動をボランティ

ア団体と協力して行う。体験講座や市所有文

化財の一般

主

公開等の催しを開催し

な

、市民が文

化財に触れ

事

る機会を提供すること

務

で普及啓発

を行う。た

事

からづかデジタルミュ

業

ージアムの

内容拡充と

　

して、学校教育と連携

　

した子ども

向けの学習

　

コンテンツを製作・運

（

用し、歴史

文化財の次

単

世代への継承に務める

位

。

:

社会教育課 宝塚自

千

然の家管理 宝塚自然の

円

家については、指定管

）

理者が管理 21,13

担

6 22,700 継続 継

当

続

運営事業 運営を行う

課

。本施設は北部地域に

事

位置してお

り、同地域

務

の活性化における重要

事

拠点の一つ

として考え

業

られ、誘客施設として

名

の役割も期

待される。

事

指定管理者と連携し、

業

自然との触

れ合いを増

内

やすこと並びに効率的

容

な運営を図

る。

R

社会

6

教育課 社会教育推進事

当

業 地域での社会教育活

初

動の支援や振興を図る

予

た 3,061 3,06

算

5 継続 継続

め、講座の

R

開催、障碍（がい）者

7

社会学級等

の社会教育

当

関係団体が実施する研

初

修等を支援

するなど、

予

市民の学習機会の提供

算

を行う。ま

た、社会教

事

育委員の会議において

業

、その方策

の調査研究

期

や社会教育に関する諸

間

計画の立案

を行う。

R8

中央図書館 中央図書館

R

管理運 令和７年度は、

9

雨漏り対策として防水改修工 38,765 94,680 継続 継続

営事業_建物保全 事の設計と老朽化した給排水設備の更新工事

の設計を行う。工事の施工は令和８年度以降

になる。

また、引き続き空調設備の更新工事と非常用

発電機の更新工事を行い、令和７年度中の

社

完

成を目指す。

会教育課 文化財保護事業 市内の重要な文化財に



期間安全に使用できる 2,145 45,513 - -

事業_建物保全 よう、老朽化しているエレベーター及び非常

用発電機を更新する。

 

社会教育課 公民館管理運営事 公民館の施

主

設設備を長期間安全に

な

使用できる 9,196

事

394,359 継続 継

務

続

業_建物保全 よう、

事

老朽化している施設の

業

更新工事等を実

施する

　

。東公民館は、エレベ

　

ーター、空調、

トイレ

　

、屋上防水、非常用発

（

電機を実施する

。また

単

、工事実施に伴い令和

位

7年10月～令和8

年

:

3月まで臨時休館する

千

。西公民館は、非常

用

円

発電機、エレベーター

）

を実施する。工事実

施

担

に伴う臨時休館は予定

当

していない。

課

合計 437,029

事

918,205

務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

西図書館 西図書館管理運営 図書館の施設設備を長



実施 度～

主な事務事業

令

　　　（単位:千円）

和

担当課 事務事業名 事業

0

内容 R6当初予算 R7

9

当初予算
事業期間

R8

年

R9

度

スポーツ振興課

）

ハーフマラソン実 宝塚ハーフマラソン事業を

計

実施することで、 10,000 10,000 継続 継続

施事業 健康で安心して暮らせるまち「宝塚」の魅力

を全国に発信し、市民のスポーツ活動の振興

を図る。関係機関・団体・市民との協働によ

る大会運営を行い、宝塚市街

画

地及び宝塚・西

宮両市域の武庫川河川敷をコースとして走行

する。

スポーツ振興課 スポーツ施設管理 市民のニーズに即時に対応できるよう、市立 194,322 232,582 継続 継続

運営事業 スポ

（

ーツ施設の管理運営を指定管理者が行い

、スポーツ活動における環境整備を図ってい

る。また、設備の修繕・備品の更新を行うこ

とで、施設を良好な状態で保ち、市民のスポ

ーツ実施率の向上に寄与する。

令

スポーツ振興課

施

学校体育施設開放 市内

策

２３校の小学校の体育

（

館及び運動場を土 1,

2

022 1,022 継続

）

継続

事業 曜日・日曜日

ス

及び祝日の９時３０分

ポ

から１６

時３０分まで

ー

と学校教育に支障のな

ツ

い平日の

２１時まで、

和

に

中学校の１９時から２

親

１時まで

体育館、武道

し

場を市民のスポーツ、

む

レクリエ

ーション活動

環

の場として広く開放し

境

、市民の

スポーツの振

づ

興に寄与する。

くりの

0

推進

○市民のスポーツ

7

ライフを支援します

施

年

策の

方向性



興のために、スポーツイベン 10,492 6,806 継続 継続

トの実施やスポーツ推進審議会・スポーツ推

進委員会の開催、姉妹都市である松江市との

スポーツ交流等を行う。

合計 215,

主

836 250,410

な事務事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

スポーツ振興課 社会体育振興事業 市民スポーツ振



実施 度

上

○住民主体のまちづ

～

くりや情報の発信によ

令

り、市民意識の向上を

和

図ります

○新たな土地

0

利用において良好な景

9

観の形成を誘導します

年

○自然や歴史・文化な

度

どにより培われた良好

）

な景観の維持保全を推

豊

進します

○新たな制度

計

か

設計やガイドラインに

で

ついて検討します

○屋

美

外広告物の規制・誘導

し

を行い、違反広告物の

い

減少を目指します

施策

環

の

方向性

境を

主な事務事業　

育

　　（単位:千円）

担

む

当課 事務事業名 事業内

画

ま

容 R6当初予算 R7当

ち

初予算
事業期間

R8 R

　

9

～

都市計画課 屋外広

環

告物事務推 屋外広告物

境

法及び兵庫県屋外広告

～

物条例に定 1,802

5

1,663 継続 継続

進

-

事業 める事務に関する

1

知事の権限が、市町長

（

 

に委

任されている。

法

都

令を遵守した屋外広告

市

物の掲出を推進し、

違

景

反広告物の飛散等によ

観

る被害から市民を守

り、快適な生活空間の確保や良好な都市景観

の保全・形成を図る。

また、法や条例に違反して道路等に表示され

、

令

又は放置されているはり紙、はり札の簡易

除却を行う。 

都市計画課 都市景観保全・創 市、市民及び事業者の協働のもとで地域の特 6,150 1,187 継続 継続

出事業 性を生かした魅力あるまちづ

和

くりを推進し、

良好な都市景観を形成する。

また、策定から10年以上となる景観計画につ

いて、見直し作業に取り組む。

合計 7,952 2,850

0

施策 （

7

1）「宝塚らしさを感

年

じる景観」の魅力の向



実施 度

等の利活用の推進

○地

～

域ニーズに合った公園

令

整備を推進します

○公

和

園の特性に応じた多様

0

な主体による管理運営

9

や利活用を推進します

年

○地域の特性に応じた

度

街路樹の整備に取り組

）

みます

施策の

方向性

豊

計

か

主な

で

事務事業　　　（単位

美

:千円）

担当課 事務事

し

業名 事業内容 R6当初

い

予算 R7当初予算
事業

環

期間

R8 R9

境

公園河

を

川課 公園維持管理事業

育

公園の清掃・除草・植

む

栽管理及び修繕、街路

画

ま

462,495 466

ち

,020 継続 継続

樹や

　

公共施設などの植栽の

～

維持管理、公園ア

ドプ

環

トの推進、里山保全活

境

動の支援などを行

う。

～

令和５年度から3ヵ年

5

をかけて策定をする「

-

宝塚市パークマネジメ

2

ント計画等」を引き続

（

 

き進める。

本計画にて

緑

、公園や街路樹の再編

化

・再整備・

管理運営を

・

見直し、市民の公園・

公

街路樹に対

する満足度

園

向上を図る。

公園河川課 既設公園整備事業 地域ニーズに合った公園整備を行うため、遊

令

18,846 43,900 継続 継続

具新設事業及び公園リノベーション事業等公

園整備を行う。

また、令和7年度は老朽化対策として、北中

山公園のトイレ改修および桜の園の階段改修

を行う。

公園

和

河川課 既設公園整備事業 公園施設長寿命化計画に基づく遊具やベンチ 62,200 74,600 継続 継続

_インフラ保全 等の一般施設の更新や、小規模な補修工事を

行う。

合計 543,541 584,520

0

施策

7

（1）地域の特性やニ

年

ーズに応じた都市公園



実施 度

地の緑化を推進します

～

○地域緑化モデル地区

令

指定団体を支援します

和

施策の

方向性

09

主な事務事

年

業　　　（単位:千円

度

）

担当課 事務事業名 事

）

業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R

計

8 R9

公園河川課 花と緑の市民活動 ①市内のまちかど花壇（道路や公園などの公 22,535 22,808 継続 継続

推進事業 共用地）を管理する緑化団体（119団体）に

向けた講習会開催や花苗提

画

供等。

 

②緑化基地の維持管理に必要な維持管理業務

委託などより、民有地緑化やまちかど緑化を

推進する。

公園河川課 緑化基金活用事業 緑化基金を活用し、①保護樹の指定及び奨励 870 710 継

（

続 継続

金の交付、②生垣等緑化推進に向けた助成金

の交付により、市街地緑化を推進する。

合計 23,405 23,518

令

施策 （2）花と緑が

和

豊かで、美しく潤いの

0

ある都市空間形成の推

7

進

○市民の緑化意識の

年

醸成を図ります

○民有



実施 度

山・まち山の保全活動

～

団体を支援します

施策

令

の

方向性

和0

主な事務事業　

9

　　（単位:千円）

担

年

当課 事務事業名 事業内

度

容 R6当初予算 R7当

）

初予算
事業期間

R8 R9

計

公園河川課 公園維持管理事業 公園の清掃・除草・植栽管理及び修繕、街路 0 0 継続 継続

樹や公共施設などの植栽の維持管理、公園ア

ドプトの推進、里山保全活動の支援などを行

う。

宝塚市パークマネジメント計画等に沿

画

った、

公園や街路樹の再編・再整備・管理運営を行

い、市民の公園・街路樹に対する満足度向上

を図る。

合計 0 0

（令

施策 （3）緑地や里

和

山・まち山の保全・再

0

生の推進

○緑地や里山

7

・まち山の保全活動を

年

促進します

○緑地や里



実施 度

 CHOICE」など

～

の取組を通じて、エネ

令

ルギー消費量の削減を

和

進めます

○地域主体の

0

太陽光発電など再生可

9

能エネルギーの導入を

年

推進します

施策の

方向

度

性

）

豊

主な事務事業　　　（

計

か

単位:千円）

担当課 事

で

務事業名 事業内容 R6

美

当初予算 R7当初予算

し

事業期間

R8 R9

い

環

環

境エネルギー 省エネル

境

ギー促進 ゼロカーボン

を

シティ実現に向け、第

育

2次宝塚 5,876 2

む

,576 継続 継続

課 事

画

ま

業 市地球温暖化対策実

ち

行計画を推進するため

　

の

施策として、市民や

～

事業者に対して省エネ

環

ル

ギーの啓発を図る。

境

企業と連携した市民向

～

け

イベントを開催する

5

ほか、学校や家庭にお

-

い

て地球温暖化防止学

3

習教材である「たから

（

 

っ

子エコライフノート

環

」の活用を進めるため

境

小

学4年生向けに模擬

保

授業を行うなど、積極

全

的

に啓発を行っている。

環境エネルギー 再生可能エネルギ 「宝塚市再生可能エネルギーの利用の推進に 1,8

令

78 1,150 継続 継続

課 ー導入推進事業 関する基本条例」に基づき、第2次宝塚エネ

ルギー2050ビジョンを推進し、再生可能エネ

ルギーの導入及び利用の推進を市民や事業者

と協働で図っていくための事業。太陽光発

和

電

及び蓄電池設備の共同購入支援事業や再生可

能エネルギーの普及にかかる啓発を行うとと

もに、県や事業者、地域と連携し、北部地域

における木質バイオマス活用を、「北摂里山

地域循環共生圏」の取組として事業の継続

0

と

推進を図る。また、再生可能エネルギー推進

審議会においてビジョンの進捗管理を行う。

環境エネルギー 再生可能エネルギ 「宝塚

施

市再生可能エネルギー

策

基金条例」及び 14 0

（

継続 継続

課 ー基金活用

7

1

事業 「宝塚市再生可能

）

エネルギーの利用の推

温

進に

関する基本条例」

室

に基づき、再生可能エ

効

ネル

ギーの導入や活用

果

を推進していくための

ガ

財源

として基金を適切

ス

に運用し、本市におけ

排

る再

生可能エネルギー

出

推進に資する事業へ活

年

量

用す

る。これまで、中

の

学校への再エネ備品の

削

配布

や市民向けZEH

減

導入支援助成金、公用

○

電気自

動車及び充電器

「

購入などに活用した。

COOL



地域脱炭素移行・再エネ推進 54,666 54,999 継続 継続

課 制対策事業 交付金」(重点対策加速化事業)の採択を受け

、令和5年度～10年度を計画期間とする事業

計画をもとに市域の脱炭素化

主

を推進する。住

宅や事

な

業所における省エネル

事

ギー設備への更

新費用

務

の助成を実施するとも

事

に、太陽光発電

設備に

業

ついては、セットで導

　

入する蓄電池設

備も対

　

象とし、自家消費型の

　

太陽光発電設備

の導入

（

を推進する。

公共施設

単

については、高効率空

位

調等への更新

に対して

:

国交付金を充当し、脱

千

炭素化を推進

する。

円

合計 62,4

）

34 58,725

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

環境エネルギー 二酸化炭素排出抑 環境省交付金「



実施 度

充実します

○人の営み

～

と自然環境との調和を

令

取りながら、生物多様

和

性の保全意識の向上を

0

図ります

○特定外来生

9

物に関する情報を提供

年

するとともに、環境保

度

全活動を通じて防除に

）

努めます

施策の

方向性

計

主な事務事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

環境エネルギー 生物多様性戦略推 生物多様性の保全に関する自然観察会

画

等の開 5,228 2,959 継続 継続

課 進事業 催、松尾・丸山湿原保全啓発活動にかかる経

費の一部支援、生物・生態系調査の委託契約

、特定外来生物に関する講演会及び駆除体験

等を実施する。

「生物多様性たからづか戦

（

略【平成28年度行

動計画改訂版】」について、「生物多様性国

家戦略2023-2030」、「生物多様性ひょうご

戦略（2025年3月改定）」の内容を踏まえて

、令和7年度（2025年度）内に改定する。

令

合計 5,228 2,

施

959

策 （2）関係団体

和

等との連携による多様

0

な生物が存在する豊か

7

な自然環境の保全

○生

年

物多様性の保全対策を



実施 度

向性

～令

主な事務事業　　　

和

（単位:千円）

担当課

0

事務事業名 事業内容 R

9

6当初予算 R7当初予

年

算
事業期間

R8 R9

度）

環境エネルギー 公害対策事業 　市域における

計

環境（大気、水質、騒音、振 19,652 15,050 継続 継続

課 動、土壌汚染等）の状況を調査・監視し、公

害防止の取組みを進める。環境基本計画施策

体系「Ⅲ健康に暮らせるまちづくり」として

実施。

画

環境エネルギー 西谷地区生活排水 下水道が整備されていない西谷地域の合併処 8,396 8,414 継続 継続

課 対策推進事業 理浄化槽の法定維持管理経費の一部を助成し

、適正な維持管理による水質保全を図る。令

（

和6年度に、その推進と負担軽減を図るため

、補助額の見直しを行った。

北部振興企画課 合併処理浄化槽設 「宝塚市合併処理浄化槽設置整備事業補助金 4,099 2,581 継続 継続

置整備事業 」に

令

より、住家及び北部地

施

域の振興に資する

施設

策

への合併処理浄化槽の

（

新規設置を支援す

るこ

3

とで、生活排水による

）

公共用水域の水質

汚濁

健

防止および施設等の新

康

設による地域の活

性化

に

を推進する。

暮

合計 32,147 2

和

ら

6,045

せる環境の維持

○公

0

害の未然防止に努めま

7

す

○河川などの水質保

年

全に努めます

施策の

方



実施 度

性

～令

主な事務事業　　　（

和

単位:千円）

担当課 事

0

務事業名 事業内容 R6

9

当初予算 R7当初予算

年

事業期間

R8 R9

度

環

）

境エネルギー 環境推進事業 市民や事業者に対

計

し、環境フォーラムやＥＣ 2,833 2,218 継続 継続

課 Ｏ講座の開催、小学校や地域における環境学

習の充実を通して、環境保全の推進を担う人

材の育成を行う。

「第3次宝塚市環境基本計画」について、10

年間の計

画

画期間が終了することから、令和7

年度（2025年度）内に改定する。

環境エネルギー 環境総務事業 地球温暖化や生物多様性、生活環境の問題等 1,701 2,347 継続 継続

課 の課題解決に向け

（

て、環境審議会、パチンコ

店等審査会、環境紛争調整委員会及び再生可

能エネルギー推進審議会の運営を行う。また

、部の総括業務を実施する。

合計 4,534 4,565

令

施策 （4）環境保全

和

を担う人材の育成

○環

0

境教育・学習を推進し

7

ます

○環境保全活動を

年

支援します

施策の

方向



実施 度

フォンアプリなどを活

～

用した不用品の販売な

令

どごみを作らない生活

和

の工夫や資源ごみの店

0

頭回収など、３Ｒの取

9

組を推進します

○事業

年

系ごみの分別徹底によ

度

る資源化や廃棄食材の

）

削減などに努め、ごみ

豊

の減量化を推進します

計

か

○中間処理におけるリ

で

サイクルを推進し、焼

美

却ごみの削減を図りま

し

す

施策の

方向性

い環

主な事務

境

事業　　　（単位:千

を

円）

担当課 事務事業名

育

事業内容 R6当初予算

む

R7当初予算
事業期間

画

ま

R8 R9

ち

クリーンセ

　

ンタ 清掃総務事業 市中

～

より発生する一般廃棄

環

物を廃棄物の処理 83

境

3 833 継続 継続

ー管

～

理課 及び清掃に関する

5

法律に基づき、廃棄物

-

の排

出を抑制し、及び

4

廃棄物の適正な分別、

（

 

保管

、収集、運搬、再

循

生、処分等の処理をし

環

、並

びに生活環境を清

型

潔にすることにより、

社

生活

環境の保全及び公

会

衆衛生の向上を図ることを

目的とする。

クリーンセンタ ごみ減量化・資源 一般廃棄物処

令

理基本計画に基づいて、集団回 40,749 32,352 継続 継続

ー管理課 化推進事業 収の推進、ごみゼロ推進員による啓発、広報

活動などの諸施策を計画的に実施するととも

に、ごみの発生抑制・減量化、資源化をさら

に

和

推進するための新たな企画立案・調査研究

を行う。

クリーンセンタ 緑のリサイクル事 植木ごみを分別・資源化することで、燃やす 89,919 89,581 継続 継続

ー管理課 業 ごみの減量化を図る。

0

合計 131,501 122,766

施策

7

（1）ごみの減量・資

年

源化の推進

○スマート



実施 度

進捗状況などの情報を

～

発信し、市民の信頼を

令

得ながら、エネルギー

和

回収推進施設（ごみ焼

0

却炉）等の新ごみ処理

9

施

設を整備します

○高

年

齢化により増える一人

度

暮らしでごみ出しが難

）

しい高齢世帯に対応した福祉収集に取り組み

計

ます

施策の

方向性

主な事務事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

クリーンセンタ し尿処理事業 し

画

尿・浄化槽汚泥を適正に処理し、公衆衛生 130,288 137,642 継続 継続

ー管理課 の向上及び生活環境の保全を図る。

令和6年度から令和9年度までは、し尿処理施

設建替えに伴い、クリーンセンターでの処理

がで

（

きないため、民間施設での委託処理を行

う。											

 

クリーンセンタ 塵芥処理事業 一般廃棄物の適正処理を行い、安全で衛生的 887,725 861,707 継続 継続

ー管理課 な市

令

民生活ができる環境を

施

維持する。

策

クリーン

（

センタ 新ごみ処理施設

2

整 ごみ処理施設である

）

「宝塚市クリーンセン

安

タ 952,121 2,

全

702,788 継続 継

で

続

ー施設建設課 備事業

安

ー」については、ごみ

和

定

焼却施設、粗大ごみ処

し

理施設など、いずれも

た

すでに３０年近くが経

ご

過しており、経年的な

み

施設の老朽化、及び大

処

規模改修等を繰り返す

理

ことによるコストの増

○

大化や循環型社会形成

計

に向けた新たな処理方

画

法等への対応が困難に

0

的

なっている。そのため

に

、新ごみ処理施設の整

修

備を行う。

令和7年度

繕

は、令和6年度に引き

す

続きエネルギ

ー回収型

る

廃棄物処理施設の整備

な

を行う。

ど、ご

7

み処理施設を適切に維

年

持管理します

○事業の



ごみ収集を安定的に継続 655,088 662,553 継続 継続

ー業務課 していく。そのために必要な人員確保と収集

車両等資機材の更新を計画的に進める。

また、ごみ出し困難世帯への対応として行

主

っ

ているきずな収集に

な

ついて、今後も適切な

事

収

集体制の維持に務め

務

る。

一般廃棄物収集運

事

搬業務委託について、

業

令和

９年度当初の次期

　

契約に向けて準備を進

　

める

。

　

クリーンセン

（

タ し尿収集事業 市民の

単

衛生的で快適な生活の

位

ため、対象世帯 35,

:

533 36,422 継

千

続 継続

ー管理課 からの

円

し尿を定期的に収集す

）

ることにより周

辺環境

担

の保全を行う。

当

合計 2,660,

課

755 4,401,1

事

12

務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

クリーンセンタ 塵芥収集事業 安全、正確、迅速な



実施 度

の推進

○まちを美しく

～

するという市民意識の

令

維持・向上に努めます

和

○ごみの不法投棄防止

0

対策を進めます

施策の

9

方向性

年度

主な事務事業　　

）

　（単位:千円）

担当

豊

課 事務事業名 事業内容

計

か

R6当初予算 R7当初

で

予算
事業期間

R8 R9

美し

環境エネルギー 都市

い

美化推進事業 一斉清掃

環

の実施（毎年春・秋の

境

２回、市内全 8,37

を

0 8,069 継続 継続

育

課 域を対象）。一斉清

む

掃の実施により生じた

画

ま

ご

みの収集業務委託契

ち

約、配付用ごみ袋の発

　

注

及び自治会との連絡

～

調整を行っている。

環境

生活環境課 不法投棄未

～

然防止 西谷地区不法投

5

棄未然防止協議会及び

-

兵庫県 2,107 1,

5

965 継続 継続

事業 と

（

 

連携し、不法投棄を撲

都

滅する。

市

生活環境課

美

都市美化推進事業 「ぽ

化

い捨て及び路上喫煙の

・

防止に関する条例 5,

環

731 5,033 継続

境

継続

」の施行により、

衛

空き缶やたばこの吸い

生

殻等

の散乱防止や啓発

令

、地域美化活動を推進、「

クリーン都市・宝塚」の実現を図る。

合計 16,208 15,067

和07

施策 （1）市民と

年

の協働による美化活動



実施 度

安定的な供給を推進し

～

ます

施策の

方向性

令和

主な事

0

務事業　　　（単位:

9

千円）

担当課 事務事業

年

名 事業内容 R6当初予

度

算 R7当初予算
事業期

）

間

R8 R9

生活環境

計

課 西山霊園管理事業 西山霊園の適正な管理運営のため、霊園内の 16,301 4,387 継続 継続

維持補修及び美化保全に努めるとともに、墓

地埋葬法・市営霊園条例に基づく届出事務を

行う。令和７年度から市民を対象に

画

再貸出し

募集を開始する。

生活環境課 長尾山霊園管理事 霊園の適正な管理運営のため、霊園内の維持 42,124 37,420 継続 継続

業 補修及び美化保全に努めるとともに、墓地埋

葬法・市営霊園

（

条例に基づく届出事務を行う

。

生活環境課 ペットとの共生都 ペットの飼い主のモラル向上のため、研修会 1,995 1,663 継続 継続

市推進事業 を開催するとともに、飼い主のいない猫の増

加から

令

起こるトラブルに対す

施

る地域やボラン

ティア

策

による取組みを支援す

（

る。

2）環境衛生

和

の維持

○ペットの適正

0

管理を進めます

○害虫

7

発生の未然防止を図り

年

ます

○墓地の長期的・



止、撲滅を目的とし 3,876 3,836 継続 継続

、狂犬病予防法に基づき、犬の登録申請の受

付、鑑札の交付、狂犬病予防注射済票の交付

などを行う。

生活環境課 害虫駆除衛

主

生事業 快適な生活環境

な

を創出するため、環境

事

衛生対 4,594 4,

務

081 継続 継続

策とし

事

て、市域全域において

業

、蚊・ハエ駆除

のため

　

、薬剤散布を行う。

　　

生活環境課 宝塚すみれ

（

墓苑管 霊園の適正な管

単

理運営のため、霊園内

位

の維持 40,242 3

:

6,487 継続 継続

理

千

事業 補修及び美化保全

円

に努めるとともに、墓

）

地、

埋葬等に関する法

担

律および宝塚市営霊園

当

条例

に基づき、市民そ

課

の他の墓地需要に応え

事

る。

 

務

生活環境課 火

事

葬場管理事業_ 亡くな

業

られた方を火葬する。

名

遺族（利用者） 8,5

事

36 151,459 継

業

続 継続

建物保全 に対し

内

、適切な対応、サービ

容

スを提供する。

将来を

R

見据えた需要に対応し

6

、安定的な施設

稼働を

当

維持するため、令和６

初

年度から着手し

ている

予

火葬炉の更新工事を継

算

続実施するとと

もに、

R

外壁改修に向けた設計

7

業務委託を行う

。

 

当

合計 117,

初

668 239,333

予算
事業期間

R8 R9

生活環境課 畜犬対策事業 狂犬病の予防、まん延防



実施 度

（1）地域資源の磨き

～

上げと掘り起こし

○ウ

令

ェルネスツーリズムの

和

促進を図ります

○地域

0

間の周遊性の向上を図

9

ります

○多様な人材が

年

協働して参加するコン

度

テンツ開発に取り組み

）

ます

施策の

方向性

宝

計

塚

主な事

ら

務事業　　　（単位:

し

千円）

担当課 事務事業

い

名 事業内容 R6当初予

“

算 R7当初予算
事業期

に

間

R8 R9

ぎ

観光にぎ

わ

わい課 観光振興・宣伝

い

事 市国際観光協会や市

”

内観光施設・事業者等

画

と

と 38,325 20,

文

156 継続 継続

業 連携

化

し、観光振興に係る情

芸

報発信を含め、諸

事業

術

を実施する。

①観光イ

が

ベント・PR事業

市民

あ

・団体と協働して地域

ふ

資源を活かしたウ

ェル

れ

ネスツーリズムにつな

る

がる事業に取り組

む。

（

、

②宝塚歌劇青少年貸切

創

公演

市内の青少年向け

造

に宝塚歌劇の貸切公演

性

を行

い、芸術・文化を

豊

肌で感じる機会を提供

か

し、

シビックプライド

な

の向上に努める。

③イ

ま

ンバウンド誘客

大阪・

ち

関西万博で県と連携す

　

るほか、手塚治

虫を軸

令

～

としたインバウンド誘

観

客に積極的に取

り組む

光

。

合計 38

・

,325 20,156

産業・文化～

和

6-1 観光

07年

施策



実施 度

）の積極的な発信に取

～

り組みます

○観光資源

令

の利用に向けた市民へ

和

のＰＲに取り組みます

0

施策の

方向性

9年

主な事務事

度

業　　　（単位:千円

）

）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R

計

7当初予算
事業期間

R8 R9

観光にぎわい課 観光振興・宣伝事 市国際観光協会や市内観光施設・事業者等と 38,325 20,156 継続 継続

業 連携し、観光振興に係る情報発信に取り組む

。

①イン

画

バウンド誘客

宝塚市国際観光協会と連携しながら、空港な

どの外国人旅行者が多く集まる拠点において

広報PRを実施する。

②SNS等を活用した広報

SNSやHP、広報誌など各媒体を通じてタイム

リーな情報発信に努め

（

る。

③利用促進プロモーション

市内観光施設や事業者等と連携して利用促進

につながるプロモーションを実施する。

合計 38,325 20,156

令

施策 （2）積極的な

和

誘客に向けた国内外へ

0

の情報発信

○積極的な

7

誘客の展開に取り組み

年

ます

○観光情報（資源

（再掲）



実施 度

る関係者の合意形成と

～

人材の育成を図ります

令

○観光消費額拡大を目

和

指します

施策の

方向性

09

主

年

な事務事業　　　（単

度

位:千円）

担当課 事務

）

事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事

計

業期間

R8 R9

観光にぎわい課 温泉施設等管理事 本市の主要な観光資源の一つである「温泉」 18,136 24,362 継続 継続

業 を利活用し、市民の健康増進及び交流、観光

誘客を図る。令和7年

画

度は泉源地の深井戸ポ

ンプの交換修繕を実施する。

観光にぎわい課 観光施設維持管理 市内観光施設（観光ダム、観光噴水、モニュ 4,468 4,173 継続 継続

事業 メント、観光案内板等）の維持管

（

理を行う。

※観光噴水については、休止中

合計 22,604 28,535

令

施策 （3）持続可能

和

な観光振興に向けた環

0

境整備

○来宝者に向け

7

たインフラ整備に取り

年

組みます

○観光に携わ



実施 度

策 （1）新たな事業の

～

創出

○起業しやすい土

令

壌づくりに取り組みま

和

す

○創造性の発揮によ

0

る新事業創出を支援し

9

ます

○次世代の創造性

年

豊かな担い手育成に取

度

り組みます

施策の

方向

）

性

宝

計

塚

主な事務事業　　　（

ら

単位:千円）

担当課 事

し

務事業名 事業内容 R6

い

当初予算 R7当初予算

“

事業期間

R8 R9

に

商

ぎ

工勤労課 新事業創出総

わ

合支 市内の起業家等支

い

援施設や商工会議所、

”

包括 2,700 1,4

画

と

50 継続 継続

援事業 連

文

携先企業等と連携し、

化

起業支援を実施する

こ

芸

とで、若者の起業・創

術

業を促進するととも

に

が

、若者の将来の働く選

あ

択肢を広げ起業機運

の

ふ

醸成を図る。

れ

合計 2,700 1,

る

450

（

、創造性豊かなまち　

令

～観光・産業・文化～

和

6-2 商工業

07年

施



実施 度

組みます

施策の

方向性

～令

主

和

な事務事業　　　（単

0

位:千円）

担当課 事務

9

事業名 事業内容 R6当

年

初予算 R7当初予算
事

度

業期間

R8 R9

）

商工勤労課 産業振興事業 産

計

業活力創造会議を開催し、令和3年3月に策 151 73 継続 継続

定した、産業振興ビジョン及び同ビジョンに

基づく商工業振興計画の進捗状況について、

進捗管理を行う。

令和7年度は、前年度に実施した商工業実態

調査の

画

結果を踏まえた議論も行う。

商工勤労課 企業活動支援事業 既存企業の事業拡大及び市内における新たな 9,651 200 継続 継続

企業立地に対し支援策を講じることにより、

産業基盤の強化と発展、

（

地域経済の発展及び

雇用の創出を図る。

商工勤労課 商工振興事業 市内での消費額増加に取り組むため、魅力あ 21,676 16,671 継続 継続

る個店の増加を狙い、新規出店及び既存店舗

の改装へ

令

の支援を行う。また、

施

市内商店会等

が実施す

策

る誘客イベント開催に

（

かかる経費の

支援や、

2

商工会議所との連携を

）

通じて、市内

商工業の

ま

振興を図る。

ち

合計 31,478 1

の

6,944

活

和

性化

○個店からエリア

0

全体の魅力向上を図り

7

ます

○既存事業所の市

年

内立地継続支援に取り



実施 度

す

○商工業施策と文化

～

芸術施策の連携を促進

令

します

施策の

方向性

和0

主な

9

事務事業　　　（単位

年

:千円）

担当課 事務事

度

業名 事業内容 R6当初

）

予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

計

商工勤労課 宝塚ブランド発信 宝塚市の良好な都市ブランドイメージを構成 1,069 430 継続 継続

事業 する地域資源に着目し、宝塚らしい「モノ（

物）」「コト（事）」「バ（場）」を選定し

、各種イベン

画

ト等で市内外へ広くアピールす

ることにより、まちの魅力を高め、市内産業

の活性化を目指すとともに、シビックプライ

ドの醸成に繋げる。

合計 1,069 430

（令

施策 （3）宝塚ブラ

和

ンドを生かした魅力創

0

出

○シビックプライド

7

の醸成による地域内経

年

済循環の向上を図りま



実施 度

（1）農業の持続的な

～

発展

○新規就農者や集

令

落営農組織など地域農

和

業の担い手を確保しま

0

す

○地域に根付いた農

9

業生産を推進します

○

年

農地や農業用施設の適

度

正な維持管理に努めま

）

す

○有害鳥獣による農

宝

作物被害の減少を図り

計

塚

ます

○都市農業の振興

ら

を図ります

施策の

方向

し

性

い“

主な事務事業　　　（

に

単位:千円）

担当課 事

ぎ

務事業名 事業内容 R6

わ

当初予算 R7当初予算

い

事業期間

R8 R9

”

農

画

と

業委員会 農業委員会事

文

業 農地法に基づく許可

化

申請の審査等のため、

芸

農 11,277 11,

術

349 継続 継続

業委員

が

会総会を毎月開催する

あ

ほか、届出受理

等の事

ふ

務処理を行う。遊休農

れ

地の発生防止や

解消に

る

向けては、導入したタ

（

、

ブレット端末を

活用し

創

ながら調査に取り組む

造

。

性

農の魅力創造課 農

豊

業事務事業 経営所得安

か

定対策やその他農業関

な

連事業等の 3,555

ま

3,422 継続 継続

農

ち

業施策の円滑な実施と

　

推進を図る。

令

～

農の魅

観

力創造課 農業振興事業

光

農作物や花きの生産拡

・

大と周年栽培を推進す

産

42,510 43,3

業

24 継続 継続

るため、

・

ハウス施設の整備に要

文

する経費の一

部を補助

化

する「施設野菜等生産

～

拡大事業補助

金」の活

和

6

用を推進する。

米に比

-

べて高収益な作物の作

3

付を行い農家の

所得の

 

向上を図るため、米以

農

外の農作物を作

付けし

業

た面積に応じ交付金を支払う「経営所

得安定対策等交付金」の活用を推進する。

農業経営の改善を進める農業者

0

が自らの創意

工夫に基づき作成する「農業経営改善計画」

の認定を進める。 

一定以上の面積を耕作する農業者に対し、令

和7年度に新設する農業機器購入支援事業補

助金をはじめとして、令和6年度に策定した

地域計画の

7

達成に向けた取組を支援する。

年

施策



希望する者（農業研修施設等 239 135 継続 継続

業 で概ね1年以上の研修経験を有する者、また

はそれに準ずる経験を有すると認められる者

）に対し、パイプハウスを利用した実践的就

農機会及び農

主

業経営能力を培う機会

な

を提供し

、本市農業を

事

担う農業者の育成と確

務

保を図る

。

事

農の魅力

業

創造課 有害鳥獣防除対

　

策 農業者にとって営農

　

意欲を削ぐ大きな要因

　

で 13,964 12,

（

856 継続 継続

事業 あ

単

る有害鳥獣からの農作

位

物被害の防止を図る

。

:

また、宝塚市鳥獣被害

千

防止計画に基づき、対

円

象鳥獣の適切な捕獲活

）

動を実施する。

担

合計 71,545

当

71,086

課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

農の魅力創造課 新規就農者確保事 市内での就農を



実施 度

工連携や異業種交流の

～

取組を推進します

○農

令

福連携など農地の新た

和

な活用に取り組みます

0

○スマート農業や再生

9

可能エネルギーなど新

年

技術の導入を進めます

度

施策の

方向性

）

主な事務事

計

業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

北部振興企画課 ダリアで彩る花の 切り花を活用したイベントの開催や、緑化団 4,315 627 継続 継

画

続

まちづくり事業 体への球根配布等を行うことで、市花ダリア

の魅力や歴史を市内外の方々に知ってもらう

取組を進める。

 

合計 4,315 627

（令

施策 （2）農業の新

和

たな価値創出の推進

○

0

「農」を支える交流や

7

農村への移住・定住な

年

どを促進します

○農商



実施 度

及啓発活動を推奨しま

～

す

○「地産地消」の取

令

組の支援を行います

○

和

地域の特性を生かした

0

観光農業を活性化しま

9

す

施策の

方向性

年度

主な事務

）

事業　　　（単位:千円）

担当課 事務事業名

計

事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

農の魅力創造課 園芸振興事業 地元事業者や市立宝塚園芸振興センター（あ 25,916 20,978 継続 継続

いあいパーク）と連携を図り、地場

画

産業であ

る花き植木産業を振興し植木まつりの開催な

どを通して、市民が植木や花に親しむ機会を

創出する。

農の魅力創造課 農業振興施設管理 農産物を通じて都市と農村との相互交流を推 3,324

（

3,435 継続 継続

事業 進し、農業の振興と地域の活性化を図るため

市立農業振興施設（西谷夢市場）の管理を行

う。

農の魅力創造課 市民農園事業 都市農地の保全と、農業に対する理解を深め 579

令

540 継続 継続

るため

施

の農業を体験する場を

策

提供する。引き

続き市

（

民農園として利用でき

3

る農地や利用者

数を増

）

やす取組を進める。

「農」に

和

触れ「農」を知る機会

0

の創出

○「農」に触れ

7

る機会の創出を図りま

年

す

○「農」に関する普



に全国13地域からの里帰り牡丹 10,345 10,292 継続 継続

営事業 等により整備開園した市立長谷牡丹園の植栽

及び施設の管理、開花時季の牡丹園の運営を

行うほか、休憩所や牡丹の生育を促

主

す日除け

設備の改修、

な

補植用牡丹の購入を進

事

め、牡丹

園の更なる魅

務

力向上を図る。

事

農の

業

魅力創造課 農業振興施

　

設管理 市立農業振興施

　

設（西谷夢市場）の機

　

能維持 1,401 10

（

4 継続 継続

事業_建物

単

保全 のため、設備等の

位

計画的な整備・更新工

:

事を

実施する。

千

農の

円

魅力創造課 園芸振興事

）

業_建 市立宝塚園芸振

担

興センター（あいあい

当

パーク 528 50,8

課

75 継続 継続

物保全 ）

事

の機能維持のため、設

務

備等の計画的な整備

・

事

更新工事を実施する。

業

合計 42,

名

093 86,224

事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

北部振興企画課 長谷牡丹園管理運 平成13年4月



実施 度

施策 （1）誰も

～

がいきいきと働くため

令

の就労支援

○雇用・就

和

業促進と安定のための

0

支援に取り組みます

○

9

潜在的に就労を希望す

年

る人へのきめ細やかな

度

支援に取り組みます

施

）

策の

方向性

宝

計

塚

主な事務事業

ら

　　　（単位:千円）

し

担当課 事務事業名 事業

い

内容 R6当初予算 R7

“

当初予算
事業期間

R8

に

R9

ぎ

商工勤労課 就労

わ

支援事業 兵庫労働局と

い

の一体的事業として、

”

就職支援 7,001 2

画

と

,419 継続 継続

セミ

文

ナーや面接会を開催す

化

るほか、就職に関

する

芸

個別相談の窓口（若者

術

しごと相談）を設

置す

が

る。

また、若者・ミド

あ

ル世代向けの就職支援

ふ

を民

間事業者へ委託し

れ

実施する。

る

商工勤労

（

、

課 ワークサポート宝 兵

創

庫労働局と共同でワー

造

クサポート宝塚を設 6

性

,491 7,466 継

豊

続 継続

塚運営事業 置し

か

、求職者向けに職業相

な

談及び職業紹介を

行う

ま

とともに、求人検索機

ち

による求人情報の

提供

　

や就職支援セミナー等

令

～

の周知を行う。

観

合計 13,492

光

9,885

・産業・文化～

和

6-4 雇用・労働環

0

境

7年



実施 度

フ・バランスの実現や

～

新しい働き方の定着に

令

向けた取組を促進しま

和

す

施策の

方向性

09

主な事務

年

事業　　　（単位:千

度

円）

担当課 事務事業名

）

事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

計

R8 R9

商工勤労課 高年齢者就業機会 高年齢者の福祉の増進と地域社会の活性化に 21,819 20,671 継続 継続

確保事業 寄与することを目的に、公益社団法人宝塚市

シルバー人材センターが行

画

う高年齢者の就業

機会を提供する事業に要する経費の一部を補

助する。

合計 21,819 20,671

（令

施策 （2）働く場の

和

創出と多様な働き方の

0

実現

○新たな就労機会

7

の掘り起こしに取り組

年

みます

○ワーク・ライ



実施 度

談窓口の周知・他機関

～

との連携に取り組みま

令

す

施策の

方向性

和0

主な事務

9

事業　　　（単位:千

年

円）

担当課 事務事業名

度

事業内容 R6当初予算

）

R7当初予算
事業期間

R8 R9

計

商工勤労課 労働行政事業 宝塚市労働問題審議会を開催し、第2次宝塚 5,967 928 継続 継続

市労働施策推進計画に基づく本市労働施策の

進捗管理を行う。特に、令和7年度は、前年

度に実施した労働実態調査

画

の結果を踏まえた

議論も行う。

また、技能功労者表彰を実施するとともに、

表彰者を講師として招へいしセミナーを実施

することで、次世代への技能継承のきっかけ

づくりを行う。

さらに、関係機関と連携し、労働問題相談

（

や

市内事業者を対象とした雇用・働き方等に関

するセミナーの実施及び労働施策に関する啓

発を行う。

合計 5,967 928

令

施策 （3）労働問題

和

の防止と解決に向けた

0

環境づくり

○適正な労

7

働環境の確保に向けた

年

取組を促進します

○相



実施 度

施策 （1）文化

～

芸術に触れ、創造する

令

喜びを実感できる環境

和

づくり

○文化関連施設

0

の有機的連携（協働）

9

を推進します

○誰もが

年

文化芸術に触れ、楽し

度

める環境づくりに取り

）

組みます

○いつでも文

宝

化芸術に親しめるよう

計

塚

情報発信に取り組みま

ら

す

○子どもをはじめ市

し

民の創造性を育みます

い

施策の

方向性

“に

主な事務事

ぎ

業　　　（単位:千円

わ

）

担当課 事務事業名 事

い

業内容 R6当初予算 R

”

7当初予算
事業期間

R

画

と

8 R9

文

手塚治虫記念

化

館 手塚治虫記念館管 宝

芸

塚で青年期に至る約2

術

0年間を過ごした、マ

が

83,472 78,9

あ

39 継続 継続

理運営事

ふ

業 ンガの神様・手塚治

れ

虫の作品やそのメッセ

る

―

ジ（「自然への愛」

（

、

・「生命の尊さ」）を

創

発

信することで、広く

造

青少年に夢と希望を与

性

え

ることを目的として

豊

、1994年に開館し

か

た記念

館の管理運営を

な

継続して行う。

ま

文化

ち

政策課 文化芸術センタ

　

ー 文化芸術センター・

令

～

庭園は、庭園と一体と

観

な 118,000 12

光

2,420 継続 継続

・

・

庭園管理運営事 った文

産

化芸術振興の複合施設

業

として、指定管

業 理者

・

制度により管理運営を

文

行い、本市ゆかり

の芸

化

術家を紹介する企画展

～

や子どもから大人

まで

和

6

を対象とする展覧会、

-

庭園を活かしたイ

ベン

5

ト等を実施する。

令和

 

7年度から（公財）宝

文

塚市文化財団が新

たな

化

指定管理者として管理

・

運営を行う。

国

合計 201,472

際

201,359

交

0

流

7年



実施 度

す

○地域間交流を継続

～

させ、推進します

○人

令

材や市民組織（団体）

和

の育成を図ります

施策

0

の

方向性

9年

主な事務事業　

度

　　（単位:千円）

担

）

当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当

計

初予算
事業期間

R8 R9

文化政策課 文化振興事業 文化芸術振興基本計画に基づき、子どもたち 17,026 6,884 継続 継続

の文化芸術活動機会の充実や、誰もが気軽に

文化芸術に触れられる環境

画

づくりを行う。令

和7年度は、高校生美術部展やストリートピ

アノ管理運営事業等を実施する。

合計 17,026 6,884

（令

施策 （2）文化芸術

和

により人と人とがつな

0

がる取組の推進

○活動

7

カテゴリを越えた交流

年

や連携の促進を図りま



実施 度

ります

○文化芸術の持

～

つ創造性を生かし、他

令

の分野との有機的連携

和

を進めることにより、

0

地域の社会課題解決や

9

活性化の取組を推

進し

年

ます

施策の

方向性

度）

主な事務事業　　　（単位:

計

千円）

担当課 事務事業名 事業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R8 R9

文化政策課 宝塚文化創造館（ 宝塚文化創造館の管理運営を指定管理者制度 30,859 30,859 継続 継続

宝塚音楽学

画

校旧校 により実施する。また、「すみれミュージア

舎）管理運営事業 ム」の運営や舞台芸術に関するコンサート等

の事業を展開し、市民や来館者に本市の魅力

や文化を紹介する。

文化政策課 文化施設

（

管理運営 文化施設（ベガ・ホール、ソリオホール）の 249,956 250,319 継続 継続

事業 管理運営及び文化芸術事業等を指定管理者制

度により実施する。令和7年度は、国際室内

合唱コンクール等を実施する。また

令

、引き続

き、文化芸術

施

センターにおいて宝塚

策

市展・宝

塚芸術展を実

（

施する。

3

文化政策課

）

文化施設管理運営 ベガ

文

・ホールの給排水設備

化

更新及び防水改修 11

芸

0,399 115,7

術

35 継続 継続

事業_建

和

に

物保全 にかかる設計委

よ

託、空調設備及び非常

り

用発電

機更新工事、ソ

成

リオホールの受変電設

長

備更新

工事等を実施し

を

、施設の機能維持を図

続

る。

合計 3

け

91,214 396,

る

913

こ

0

とができる取組の推進

7

○市民の文化芸術活動

年

などの支援の充実を図



実施 度

ます

○インバウンド・

～

アウトバウンドなどで

令

国際理解を推進します

和

施策の

方向性

09

主な事務事

年

業　　　（単位:千円

度

）

担当課 事務事業名 事

）

業内容 R6当初予算 R7当初予算
事業期間

R

計

8 R9

文化政策課 国際・文化センタ 指定管理により国際・文化センターの管理運 47,797 47,902 継続 継続

ー管理運営事業 営を実施し、市民の国際交流・文化活動の場

とするとともに、異文

画

化相互理解事業や外国

人市民の生活相談、日本語学習等の事業展開

を行う。

文化政策課 国際交流事業 国際交流に係る総務的経費、外国人市民への 8,363 4,804 継続 継続

学習支援事業を実施す

（

る。なお、松本・土井

アイリン海外留学助成金については、事務事

業見直しに基づき新規受付は見送り、交付決

定済分のみ継続して支援を行う。

合計 56,160 52,706

令

施策 （4）歴史や文

和

化、習慣の違いを認め

0

、尊重する地域社会の

7

構築

○多文化共生や異

年

文化相互理解を推進し



令和7年度当初予算(建物保全)一覧表

所管部局 所管課 施設名称 事業概要
令和7年度当初予算
事業費(千円)

1 市民交流部 市民協働推進課 山本会館 LED照明器具賃貸借（R5年度契約） 100

2 市民交流部 市民協働推進課 安倉西会館 外壁改修外工事設計委託 761

3 市民交流部 市民協働推進課 地域利用施設等 LED照明器具賃貸借（R7年度契約） 4,956

4 市民交流部 市民協働推進課 中山台コミュニティセンター 外壁・内部改修設計委託 6,798

5 市民交流部 窓口サービス課 長尾サービスセンター LED照明器具賃貸借（R5年度契約） 75

6 市民交流部 窓口サービス課 雲雀丘サービスステーション LED照明器具賃貸借（R7年度契約） 136

7 市民交流部 国民健康保険課 国民健康保険診療所※ LED照明器具賃貸借（R7年度契約） 705

8 総務部 看護専門学校 看護専門学校 LED照明器具賃貸借（R6年度契約） 2,573

9 総務部 看護専門学校 看護専門学校 外壁・防水改修工事設計委託 4,015

10 総務部 くらんど人権文化センター くらんど人権文化センター LED照明器具賃貸借（R5年度契約） 293

11 総務部 まいたに人権文化センター まいたに人権文化センター 外壁改修外工事設計業務委託 8,690

12 総務部 まいたに人権文化センター まいたに人権文化センター 受変電設備更新工事 27,984

13 総務部 まいたに人権文化センター まいたに人権文化センター LED照明器具賃貸借（R5年度契約） 692

14 総務部 ひらい人権文化センター ひらい人権文化センター LED照明器具賃貸借（R5年度契約） 238

15 都市安全部 防犯交通安全課 各地下自転車駐車場 自転車駐車場ベルトコンベア修繕 1,436

16 都市安全部 防犯交通安全課 ＪＲ中山寺駅南自転車駐車場 自転車駐車場ベルトコンベア更新工事 21,024

17 都市安全部 防犯交通安全課 山本北自転車駐車場 受変電設備外更新工事 35,750

18 都市整備部 住まいづくり推進課 市営安倉中住宅 外部改修工事設計委託 3,762

19 都市整備部 住まいづくり推進課 市営鳥島住宅 ２・４号棟外部改修工事 95,461

20 都市整備部 市街地整備課 ピピアめふ公益施設 換気設備更新工事設計委託 4,224

21 都市整備部 市街地整備課 ソリオ宝塚第４駐車場 受変電設備更新工事 8,998

22 都市整備部 市街地整備課 さらら仁川公益施設 換気設備更新工事 22,792

23 都市整備部 市街地整備課 さらら仁川北館駐車場 駐車場床防水改修工事 68,288

24 健康福祉部 地域福祉課 総合福祉センター 給排水設備工事設計委託 3,366

25 健康福祉部 地域福祉課 総合福祉センター LED照明器具賃貸借（R7年度契約） 4,597

26 健康福祉部 高齢福祉課 養護老人ホーム福寿荘 LED照明器具賃貸借（R6年度契約） 707

27 健康福祉部 高齢福祉課 安倉デイサービスセンター 外壁改修外工事設計委託 1,242

28 健康福祉部 高齢福祉課 フレミラ宝塚（老人福祉センター） 非常用発電機制御盤更新修繕 2,605

29 健康福祉部 高齢福祉課 介護老人保健施設（ステップハウス宝塚） 外壁・屋上防水改修工事設計委託 5,599

30 健康福祉部 高齢福祉課 介護老人保健施設（ステップハウス宝塚） LED照明器具賃貸借（R7年度契約） 4,535

31 健康福祉部 健康推進課 健康センター LED照明器具賃貸借（R6年度契約） 1,470

32 健康福祉部 障碍（がい）福祉課 安倉西身体障碍（がい）者支援センター 外壁改修外工事設計委託 2,002

33 健康福祉部 障碍（がい）福祉課
安倉西身体障碍（がい）者支援センター、安
倉南身体障碍（がい）者支援センター

LED照明器具賃貸借（R7年度契約） 3,695

34 子ども未来部 子ども家庭支援センター 西谷ふれあい夢プラザ（西谷児童館） LED照明器具賃貸借（R7年度契約） 245

35 子ども未来部 子ども家庭支援センター フレミラ宝塚（大型児童センター） 非常用発電機制御盤更新修繕 916

36 子ども未来部 子ども発達支援センター 子ども発達支援センター 給排水衛生設備更新工事設計委託 3,542

37 子ども未来部 子ども発達支援センター 子ども発達支援センター LED照明器具賃貸借（R7年度契約） 2,446

38 子ども未来部 保育企画課 米谷保育所 大規模改修（第３期）工事 (債務負担行為のみ)0

39 子ども未来部 保育企画課
わかくさ保育所、逆瀬川保育所、平井保育
所めふ保育所、安倉中保育所

LED照明器具賃貸借（R7年度契約） 3,240

40 子ども未来部 保育企画課 めふ保育所 プール更新工事 5,412

41 子ども未来部 保育企画課 米谷保育所 大規模改修（第２期）工事 66,660

42 子ども未来部 アフタースクール課 仁川小地域児童育成会外23箇所 LED照明器具賃貸借（R7年度契約） 1,906

43 環境部 生活環境課 火葬場 外壁改修外工事設計業務委託 2,200

44 環境部 生活環境課 火葬場 膜ろ過浄水設備修繕 2,695



令和7年度当初予算(建物保全)一覧表

所管部局 所管課 施設名称 事業概要
令和7年度当初予算
事業費(千円)

45 環境部 生活環境課 火葬場 火葬炉修繕 6,600

46 環境部 生活環境課 火葬場 火葬炉更新工事 139,964

47 環境部 生活環境課 長尾山霊園※ 膜ろ過浄水設備修繕 2,695

48 環境部 管理課 クリーンセンター 耐火物補修 30,000

49 環境部 管理課 クリーンセンター 施設補修 70,000

50 産業文化部 農の魅力創造課 農業振興施設 LED照明器具賃貸借（R5年度契約） 104

51 産業文化部 農の魅力創造課 宝塚園芸振興センター LED照明器具賃貸借（R5年度契約） 528

52 産業文化部 農の魅力創造課 宝塚園芸振興センター 受変電設備更新工事 50,347

53 産業文化部 文化政策課 ベガ・ホール 給排水衛生設備更新工事設計委託 1,887

54 産業文化部 文化政策課 ベガ・ホール 防水改修外工事設計委託 2,790

55 産業文化部 文化政策課 ベガ・ホール 非常用発電機更新工事 12,879

56 産業文化部 文化政策課 ベガ・ホール 空調機器更新工事 74,847

57 産業文化部 文化政策課 ベガ・ホール LED照明器具賃貸借（R5年度契約） 521

58 産業文化部 文化政策課 ソリオホール 受変電設備更新工事 20,764

59 産業文化部 観光にぎわい課 温泉利用施設 空調設備等修繕 9,600

60 産業文化部 手塚治虫記念館 手塚治虫記念館 受変電設備更新工事 47,212

61 産業文化部 手塚治虫記念館 手塚治虫記念館 屋上防水改修工事 71,742

62 産業文化部 手塚治虫記念館 手塚治虫記念館 エレベーター更新工事 (債務負担行為のみ)0

63 消防本部 消防総務課 消防本部・西消防署合同庁舎他8施設 LED照明器具賃貸借（R6年度契約） 4,528

64 消防本部 消防総務課
東消防署中山台出張所、西消防署南部出張
所

給排水衛生設備更新工事設計委託 5,280

65 消防本部 消防総務課 東消防署 受変電設備・非常用発電機更新改修工事 21,919

66 消防本部 消防総務課 東消防署 屋上防水改修工事 27,859

67 管理部 施設課 小学校23校 施設修繕料 43,125

68 管理部 施設課 中学校12校 施設修繕料 27,000

69 管理部 施設課 特別支援学校1校 施設修繕料 2,500

70 管理部 施設課 幼稚園7園 施設修繕料 3,300

71 管理部 施設課 仁川幼稚園外2園 LED化改修工事設計委託 1,500

72 管理部 施設課 小学校 トイレ洋式化修繕 1,529

73 管理部 施設課 LED化未実施3校程度 LED化改修工事設計委託 3,000

74 管理部 施設課 西山小学校 旧屋内運動場除却設計委託 2,882

75 管理部 施設課 西山小学校 旧幼稚園舎除却設計委 2,882

76 管理部 施設課 宝塚小学校 北棟長寿命化改修工事実施設計委託 8,000

77 管理部 施設課 長尾台小学校 長寿命化改修工事実施設計委託 8,000

78 管理部 施設課 安倉小学校 南棟長寿命化改修工事実施設計委託 8,000

79 管理部 施設課 美座小学校 長寿命化改修工事設計委託 12,000

80 管理部 施設課 光明小学校 グラウンド改修工事設計委託 2,500

81 管理部 施設課 小浜小学校 予防改修工事設計委託 6,000

82 管理部 施設課 宝塚第一小学校 体育館トイレ・LED化・屋根防水改修工事設計委託 6,000

83 管理部 施設課 高司小学校 プール付属・多目的トイレ改修工事設計委託 6,000

84 管理部 施設課 長尾南小学校 エレベーター設備工事設計委託 6,000

85 管理部 施設課 良元小学校 トイレ改修工事設計委託 5,000

86 管理部 施設課 売布小学校 空調設備改修工事設計委託 5,000

87 管理部 施設課 中山台小学校 空調設備更新工事設計委託 5,000
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88 管理部 施設課 すみれガ丘小学校 空調設備改修工事設計委託 5,000

89 管理部 施設課 山手台小学校 空調設備更新工事設計委託 5,000

90 管理部 施設課 すみれガ丘小学校 トイレLED改修工事設計委託 7,000

91 管理部 施設課 山手台小学校 予防改修・トイレ改修・給食室トイレ工事設計委託 7,000

92 管理部 施設課 西山小学校 西山小学校　屋内運動場改築事業 24,970

93 管理部 施設課 売布小学校 屋内運動場トイレ改修工事 25,000

94 管理部 施設課 長尾南小学校 屋内運動場トイレ改修工事 25,000

95 管理部 施設課 宝塚第一小学校 南棟校舎長寿命化改修工事 125,000

96 管理部 施設課 長尾台小学校 北棟長寿命化改修工事 125,000

97 管理部 施設課 宝塚小学校 北棟長寿命化改修工事 135,000

98 管理部 施設課 安倉小学校 南棟長寿命化改修工事 146,000

99 管理部 施設課 すみれガ丘小学校 予防改修工事 150,000

100 管理部 施設課 山手台小学校 予防改修工事 110,000

101 管理部 施設課 良元小学校 体育館屋根防水改修工事 30,000

102 管理部 施設課 売布小学校 体育館屋根防水改修工事 30,000

103 管理部 施設課 長尾南小学校 体育館屋根防水改修工事 30,000

104 管理部 施設課 良元小学校 トイレ改修工事 80,000

105 管理部 施設課 小浜小学校 グラウンド改修工事 33,673

106 管理部 施設課 丸橋小学校 グラウンド改修工事 51,467

107 管理部 施設課 中山台小学校 グラウンド改修工事 52,180

108 管理部 施設課 末成小学校 エレベーター更新工事 45,000

109 管理部 施設課 西山小学校 受水槽・消火水槽更新工事 49,100

110 管理部 施設課 高司小学校 LED化改修工事 33,000

111 管理部 施設課 西山小学校 空調設備改修工事 89,000

112 管理部 施設課 仁川小学校 空調設備改修工事 102,000

113 管理部 施設課 小浜小学校 予防・LED改修工事 91,500

114 管理部 施設課 中学校 トイレ洋式化修繕 1,383

115 管理部 施設課 LED化未実施10校 LED化改修工事設計委託 10,000

116 管理部 施設課 南ひばりガ丘中学校 長寿命化改修工事実施設計委託 8,000

117 管理部 施設課 御殿山中学校 体育館屋根防水改修工事 30,000

118 管理部 施設課 山手台中学校 予防・トイレ改修工事設計委託 8,000

119 管理部 施設課 西谷中学校 体育館横屋外トイレ改修工事設計委託 6,000

120 管理部 施設課 宝塚第一中学校 管理棟予防改修工事 6,000

121 管理部 施設課 御殿山中学校 屋内運動場トイレ改修工事 25,000

122 管理部 施設課 長尾中学校 管理棟予防改修工事 90,000

123 管理部 施設課 光ガ丘中学校 トイレ・LED化外改修工事 95,100

124 管理部 施設課 山手台中学校 トイレ・LED化改修工事 111,250

125 管理部 施設課 南ひばりガ丘中学校 長寿命化改修工事 262,500

126 管理部 施設課 南ひばりガ丘中学校 グラウンド改修工事設計委託 2,500

127 管理部 施設課 高司中学校 グラウンド改修工事設計委託 2,500

128 管理部 施設課 光ガ丘中学校 空調設備更新工事設計委託 5,000

129 管理部 施設課 御殿山中学校 空調設備更新工事設計委託 5,000

130 管理部 施設課 山手台中学校 空調設備更新工事設計委託 5,000

131 管理部 施設課 養護学校 校舎長寿命化改修工事実施設計委託 10,000
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132 管理部 施設課 養護学校 校舎長寿命化改修工事 187,500

133 管理部 学事課 長尾中学校 給食室外壁改修外工事設計委託 3,289

134 学校教育部 教育研究課 教育総合センター 電気設備更新工事 10,670

135 学校教育部 教育研究課 教育総合センター 受変電設備更新工事 20,097

136 学校教育部 教育研究課 教育総合センター LED照明器具賃貸借（R7年度契約） 5,067

137 社会教育部 社会教育課 東公民館 エレベーター更新工事 591

138 社会教育部 社会教育課 西公民館 非常用発電機更新工事 17,364

139 社会教育部 社会教育課 西公民館 エレベーター更新工事 28,149

140 社会教育部 社会教育課 東公民館 トイレ・防水改修工事 111,951

141 社会教育部 社会教育課 東公民館 受変電設備・非常用発電機更新改修工事 87,674

142 社会教育部 社会教育課 東公民館 空調更新改修工事 146,630

143 社会教育部 スポーツ振興課 スポーツセンター 総合体育館外壁改修外工事 149,930

144 社会教育部 スポーツ振興課 スポーツセンター 総合体育館給排気設備更新工事 147,995

145 社会教育部 スポーツ振興課 スポーツセンター 屋外プール自動火災報知設備更新工事 1,947

146 社会教育部 スポーツ振興課 スポーツセンター 高圧受電引込更新外修繕 5,200

147 社会教育部 スポーツ振興課 スポーツセンター テニスコート管理棟受変電設備更新工事 31,251

148 社会教育部 スポーツ振興課 スポーツセンター LED照明器具賃貸借（R6年度契約） 3,973

149 社会教育部 スポーツ振興課 スポーツセンター LED照明器具賃貸借（R5年度契約） 6,561

150 社会教育部 中央図書館 西谷会館（ふれ愛ライブラリー） LED照明器具賃貸借（R7年度契約） 102

151 社会教育部 中央図書館 中央図書館 防水改修外工事設計委託 4,185

152 社会教育部 中央図書館 中央図書館 給排水衛生設備更新工事設計委託 1,887

153 社会教育部 中央図書館 中央図書館 非常用発電機更新工事 12,879

154 社会教育部 中央図書館 中央図書館 空調設備更新工事 74,847

155 社会教育部 中央図書館 中央図書館 LED照明器具賃貸借（R5年度契約） 780

156 社会教育部 西図書館 西図書館 非常用発電機更新工事 17,364

157 社会教育部 西図書館 西図書館 エレベーター更新工事 28,149

一般会計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計 4,598,870

特別会計(※の施設）　　 　　　　　　 　 　計 3,400

合計 4,602,270

普通会計


